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 序 章 はじめに 

 

 

１．目的 

 

 

 近年、人口減少や少子高齢化の進行などによる社会構造や住民ニーズが大きく変化してい

ることに加え、高度経済成長期に整備されてきた公共施設は、老朽化・耐震性不足に伴う施

設の改修や更新という大きな変革時期が到来しようとしています。 

 また、財政面では、義務的経費の増大に伴い村財政が逼迫し、今後においても少子・高齢

化による生産年齢人口の減少に伴う税収不足が懸念されています。そのため、公共施設の維

持管理にあたっては、その方針を大きく転換させる必要があります。 

 このような状況の中、平成26年４月、総務省は全国の地方公共団体に対し、「公共施設等

総合管理計画の策定」を要請しています。 

 本村においても、少子・高齢化等の進行による村の構造変化と、段階的な地方交付税の減

少を背景に、老朽化した公共施設等の維持管理経費の増加及び再生と利活用が課題となって

います。 

 これまで本村では、公共施設等の利活用にあたって、長寿命化等の観点から修繕等の適切

な管理に努め、公営住宅や橋りょう等に関しては関連する計画も策定してきました。 

 本計画は、こうした時代背景、本村のこれまでの取組みを踏まえつつ、本村が保有・管理

する公共施設等の調査・分析と、中長期的なメンテナンスサイクルの構築、トータルコスト

の縮減と予算の平準化、施設の再配置や統廃合、複合化及びさらなる有効活用、民間活力の

活用、管理経費の削減など公共施設等の再生、最適化を図るための基本方針として策定を行

いました。 

 今回、本計画初版の策定後５年が経過し、平成30年２月、総務省が策定した「公共施設等

総合管理計画の策定にあたっての指針」が改訂されたことや、令和３年１月26日に「令和３

年までの公共施設等総合管理計画の見直しに当たっての留意事項」が示されたことに伴い、

令和４年３月に改訂を行いました。 
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２．計画の対象範囲 

 

 

（１）対象範囲 

 

本計画の対象施設は、本村が保有・管理する公共施設等のうち、以下のような建築

系の公共施設（ハコモノ）と土木系の公共施設（インフラ）とします。 

 

① 建築系公共施設（ハコモノ） 

② 土木系公共施設（インフラ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（大衡村） 

（国） 

インフラ長寿命化基本計画・国土強靭化基本計画 

公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針（総務省） 

整合 

第６次大衡村総合計画 大衡村公共施設等総合管理計画 

関連 

大衡村行政改革大綱 

行
動
計
画 

インフラ長寿命化基本計画（各省庁） 

建築系公共施設（ハコモノ）：庁舎、公営住宅、学校、体育館、公民館など 

各施設個別計画（方針） 

土木系公共施設（インフラ）：道路、橋りょう、上水道、下水道 
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（２）施設の単位 

 

公共施設の分類・整理は、一つの施設で、棟別に数棟に区分される場合があります。 

（例えば、○○小学校の校舎、体育館など） 

施設の集計単位は、施設ごとの棟別として、調査及び情報内容を整理しました。 

 

 

（３）作成にあたっての情報収集方法 

 

本村の建築物に関する固定資産台帳等の資料及び庁内各課に対するヒアリング調査

等の回答結果に基づき、情報の収集整理を行いました。 

 

 

（４）対象数 

 

① 建築系公共施設 

・建築系公共施設建物総数 174 棟 

 

② 土木系公共施設 

・道路延長 130,269.66 ｍ 

・橋りょう 63 橋 

 

 

３．計画期間 

 

 

本計画の期間は、平成29年度（2017年度）～令和８年度（2026年度）までの10年間としま

す。 

また、公共施設の寿命が数十年に及び、中長期的な視点が不可欠であり、将来の公共施設

の更新等に必要な経費の見通しについては、令和４年度（2022年度）から令和43年度（2061

年度）までの40年間の将来推計に基づき算出しています。 

なお、本計画は、財政状況や制度変更、社会情勢の変化などを踏まえて、必要に応じ適宜

見直しを行います。 

※施設（ハコモノ）、インフラの調査は基本的に令和２年度末を基準として調査しまし

た。  
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第１章 人口等の現況と将来の見通し 

 

 

１．大衡村の概要 

 

 

本村は、宮城県のほぼ中央に位置し、総面積は60.32k㎡、東西16km、南北７kmの村域を有

しています。南部は黒川郡大和町、東部は同大郷町、北東部は大崎市、北西部は加美郡色麻

町にそれぞれ隣接しています。 

交通網については、村中央部に国道４号、東部に東北自動車道、東北新幹線が南北に縦貫

しており、仙台市（県庁）まで南へ約25km、大崎市（古川駅）までは北へ約15kmの距離にあ

ります。 

また、本村は仙台平野の西方奥羽山脈より東部に派生した丘陵地で、標高262ｍの達居森

を最高に概ね標高80ｍ以下の緩傾斜をなす地帯で、樹枝状に広がる平坦部からなっていま

す。山林原野等は総面積の約65％を占め、このうち約30％を占める北西部一帯は、陸上自衛

隊王城寺原演習場として利用されています。 

 

 

 

２．人口の推移と今後の見通し 

 

 

（１）人口の推移 

 

本村の人口・世帯数の状況を見ると、横ばいから増加傾向での推移動向となってお

り、令和２年の人口（令和２年国勢調査）は5,849人、世帯数1,877世帯で、１世帯あ

たり人員は3.12人となっています。平均世帯人員は減少傾向にあり、核家族化等によ

る世帯規模の縮小が見られます。 

また、年齢別の人口構成からは、本村においても少子高齢化が進んでいる様子があ

らわれています。 
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表－人口・世帯数の推移 

年度 西暦 
人口 

(人) 

世帯数 

（世帯） 

１世帯あたり

人員(人) 

昭和55年 1980年 5,200 1,177 4.42 

昭和60年 1985年 5,548 1,254 4.42 

平成２年 1990年 5,885 1,461 4.03 

平成７年 1995年 6,028 1,569 3.84 

平成12年 2000年 5,992 1,593 3.76 

平成17年 2005年 5,607 1,500 3.74 

平成22年 2010年 5,334 1,483 3.60 

平成27年 2015年 5,703 1,755 3.25 

令和２年 2020年 5,849 1,877 3.12 

    資料：令和２年国勢調査 

 

 

 

図－人口・世帯数の推移 

  資料：令和２年国勢調査 
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表－年齢３区分別人口の推移 

年 

昭和 

55年 

昭和 

60年 

平成 

２年 

平成 

７年 

平成 

12年 

平成 

17年 

平成 

22年 

平成 

27年 

令和 

２年 

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 

実 

数 

総数 5,200 5,548 5,885 6,028 5,992 5,607 5,334  5,703  5,849 

15歳未満 1,157 1,253 1,207 1,098 984 845 764  807  871 

15～64歳 3,475 3,567 3,788 3,847 3,795 3,474 3,279  3,225  3,263 

65歳以上 568 728 890 1,083 1,213 1,288 1,291  1,489  1,709 

年齢不詳 0 0 0 0 0 0 0  182  6 

構 

成 

比 

総数 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

15歳未満 22.3% 22.6% 20.5% 18.2% 16.4% 15.1% 14.3% 14.2% 14.9% 

15～64歳 66.8% 64.3% 64.4% 63.8% 63.3% 62.0% 61.5% 56.5% 55.8% 

65歳以上 10.9% 13.1% 15.1% 18.0% 20.2% 23.0% 24.2% 26.1% 29.2% 

年齢不詳 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.2% 0.1% 

 

 

 

図－年齢３区分別人口の推移 

  資料：令和２年国勢調査 

  

1,157 1,253 1,207 1,098 984 845 764 807 871 

3,475 3,567 3,788 3,847 3,795 
3,474 

3,279 3,225 3,263 

568
728 

890 1,083 1,213 

1,288 
1,291 1,489 

1,709 

182 6

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2

総人口（人） 15歳未満 15～64歳 65歳以上 年齢不詳



 - 7 - 

 

 

図－年齢３区分別人口構成比の推移 

  資料：令和２年国勢調査 

 

 

（２）将来人口の推計 

 

本村の将来人口については、令和元年度に策定された「第六次大衡村総合計画（大

衡村人口ビジョン）令和２年３月」の人口推計値によると、令和47年までの間、戦略

人口として概ね5,000人程度の人口で推移するものと想定しています。 

また、年齢３区分別の人口構成では、生産年齢人口（15～64歳）の減少や高齢化が

進んでいくものと想定しています。 

 

表－将来人口推計 

年 

平成 

27年 

令和 

２年 

令和 

７年 

令和 

12年 

令和 

17年 

令和 

22年 

令和 

27年 

令和 

32年 

令和 

37年 

令和 

42年 

令和 

47年 

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年 

総数 5,703 5,849 5,845 5,724 5,611 5,477 5,348 5,245 5,164 5,103 5,024 

※令和２年までは国勢調査による実績値。令和７年以降は「第六次大衡村総合計画（大衡村人口ビジョン）令和

２年３月」に基づく推計値。 
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図－将来人口推計（総人口） 

 

 

 

  資料：「第六次大衡村総合計画（大衡村人口ビジョン） 令和２年３月」 
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３．歳入歳出の推移と財源の見込み 

 

 

（１）歳入の状況 

 

令和２年度の歳入は約 54 億円であり、そのうち地方税は約 15 億円で全体の約３割

程度を占めています。国・県補助費等を含めた歳入は近年、概ね 48 億円前後での推

移となっています。今後は、生産年齢人口の減少に伴い、主たる財源である地方税の

確保が難しくなることも懸念されます。 

 

表－歳入の推移 

年度 
平成27年 

（2015） 

平成28年 

（2016） 

平成29年 

（2017） 

平成30年 

（2018） 

令和元年 

（2019） 

令和２年 

（2020） 

地方税 1,479 1,488 1,495 1,454 1,547 1,510 

交付税 979 926 940 705 833 51 

国補助 537 526 633 816 654 771 

県補助 239 224 190 233 217 1,400 

地方債 306 306 264 498 325 240 

譲与税 43 48 48 48 50 460 

その他 1,004 1,098 1,346 918 871 993 

歳入計 4,588 4,615 4,914 4,671 4,496 5,424 

 

 

図－歳入の推移 
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（２）歳出の状況 

 

令和２年度の歳出は約 53 億円となっています。普通建設事業費の占める割合が高

い一方、福祉等の社会保障関連である扶助費は約８億円で、年々増加傾向にあるな

ど、高齢化等人口構造の変化による、今後の歳出拡大も懸念されます。 

 

表－歳出の推移 

年度 
平成27年 

（2015） 

平成28年 

（2016） 

平成29年 

（2017） 

平成30年 

（2018） 

令和元年 

（2019） 

令和２年 

（2020） 

人件費 607 625 624 625 653 689 

物件費 632 632 648 691 743 534 

維補費 91 95 106 102 90 344 

扶助費 413 425 473 479 513 813 

補助費 704 666 748 547 618 122 

公債費 344 353 352 347 350 1,315 

繰出金 438 462 452 388 417 385 

普建費 708 716 819 1,182 702 721 

その他 401 264 475 180 223 373 

歳出計 4,339 4,238 4,697 4,541 4,311 5,294 

 

 

 

図－歳出の推移 
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（３）財政指標の状況 

 

平成 27 年から令和２年度地方公共団体の主要財政指標一覧（総務省）による本村

の財政指標については、下表のとおりとなっています。 

 

表－財政指標の推移 

年度 

項目 

平成27年 

（2015） 

平成28年 

（2016） 

平成29年 

（2017） 

平成30年 

（2018） 

令和元年 

（2019） 

令和２年 

（2020） 

財政力 

指数 

大衡村 0.68 0.69 0.73 0.78 0.80 0.79 

宮城県平均 0.52 0.53 0.53 0.54 0.55 0.56 

経常収支 

比率 

大衡村 87.10 94.40 103.20 98.60 97.50 96.80 

宮城県平均 92.20 95.20 95.60 95.60 97.00 96.60 

実質公債費

比率 

大衡村 9.50 9.40 9.00 7.90 6.70 5.80 

宮城県平均 9.40 8.80 7.80 7.10 6.40 6.30 

将来負担 

比率 

大衡村 - 8.60 - - - - 

宮城県平均 57.00 49.80 46.80 37.80 33.10 30.40 

 

① 財政力指数 

財政力指数は、近年増加傾向が見られます。県平均値を上回り、増加幅も大

きくなっています。 

 

 

図－財政力指数の推移 

※財政力指数とは・・・  
地方公共団体が自力で必要な財源をどのくらい調達できるかを示しており、この数値が高いほど普

通交付税算定上の留保財源が大きいことになり、財源に余裕があるといえます。「１」を超えると地
方交付税が交付されない団体（不交付団体）となります。 
毎年度の地方交付税（普通交付税）の算定に用いる「基準財政収入額（標準的に収入されるであろ

うと算定された地方税等の額）」を「基準財政需要額（標準的な行政運営を行うために必要であると
算定された経費の額）」で除して得た数値の過去３カ年の平均値です。 
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② 経常収支比率 

平成29年度まで上昇、平成30年度からは減少しています。 

県平均値と比べると、近年はほぼ同じ水準にあります。 

 

 

図－経常収支比率の推移 

※経常収支比率とは・・・ 
人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に対して、地方税

や普通交付税など毎年度経常的に収入される一般財源がどの程度使われているかを示す割合です。 
財政構造の弾力性を示す指標で、この比率が高いほど、普通建設事業費等の臨時的な経費に使うこ

とができる財源に余裕がなく、財政構造の硬直化が進んでいることとなります。 

 

③ 実質公債費比率 

早期健全化基準の25％を下回る健全な状況であり、県平均値とほぼ同等に推

移し、令和２年度にやや下回る水準となっています。 

 

 

図－実質公債費比率の推移 

※実質公債費比率とは・・・ 
一般会計等が負担する借入金の返済額及びこれに準ずる額（特別会計や企業会計、一部事務組合へ

の繰出金・負担金のうち借入金の返済に使われた額など）の大きさを指標化したものです。 
元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率で、資金繰りの危険度を示します。この

比率が18％以上になると村債の発行に県の許可が必要になり、また25％以上になると村債の発行の一
部が制限されることになります。  
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④ 将来負担比率 

県平均値も下回っており、健全な状況です。今後も起債の抑制に努め、適正

規模の財政調整基金を確保するなど、将来の財政需要に備える必要がありま

す。 

 

 

図－将来負担比率の推移 

※将来負担比率とは・・・ 

一般会計等が負担する借入金や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し

たもの。将来的に支出しなければならない実質的な財政負担の標準財政規模に対する比率で、将来財

政を圧迫する可能性が高いかどうかを示しています。 

 

⑤有形固定資産減価償却率の推移 

本村が所有する公共施設等の経年の程度を把握するにあたり、参考となる指

標として有形固定資産減価償却率があります。この指標は建物などの資産の取

得価額等に対する減価償却累計額の割合によって算出され、耐用年数に対して

資産の取得時からどの程度経過しているのか把握することができます。 

本村の有形固定資産減価償却率は上昇傾向にあるため、公共施設等の老朽化

への対応と将来的な財政負担の軽減に向けた取組みを進める必要があります。 

 

表－有形固定資産減価償却率の推移 

決算年度 有形固定資産減価償却率 増減（ポイント） 

平成 27 年度 52.2% ‐ 

平成 28 年度 54.5% +2.3pt 

平成 29 年度 56.1% +1.6pt 

平成 30 年度 57.2% +1.1pt 

令和元年度 58.3% +1.1pt 

令和２年度 60.5% +2.2pt 
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第２章 公共施設等の現状 

 

 

１．建築系公共施設の現状 

 

 

（１）公共施設の保有状況 

 

① 施設所管課へのヒアリング調査 

データ収集にあたり、各施設所管課に対してヒアリングシートを用いて、公

共施設の現況及び施設の利用・収支状況等の調査を行い、資料収集とデータの

整理を行いました。 

 

 

② 対象施設の用途区分 

本村の対象施設の用途区分については、下表のとおりです。 

 

表－用途区分 

施設の用途 対象施設 

行政系施設 
大衡村役場、集会所、多目的施設、消防ポンプ小屋、倉庫、 

スクールバス車庫 

文化系施設 
万葉研修センター（公民館）、平林会館、ふるさと美術館、大衡城

青少年交流館 

スポーツ・レクリエーション施設 
多目的運動広場、西部球場、村民プール、村民体育館、 

屋内運動場、大森プール、万葉クリエートパーク 

保健・福祉施設 福祉センター、障害者地域活動支援センター 

学校教育系施設 小学校、中学校、学校給食センター 

子育て支援施設 児童館 

公営住宅施設等 村営住宅、定住促進住宅 

産業系施設 万葉茶屋、農産物加工所、農産物展示販売所 

供給処理施設 排水処理場 

その他施設 バス停留所、簡易パーキングトイレ、公園トイレ 
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③ 用途別公共施設の保有状況 

本村の普通会計における公共施設の総棟数は174棟であり、延床面積の合計

は約4.9万㎡となっています。 

延床面積の内訳を見ると、公営住宅施設等が34.9%と最も多く、次いで学校

教育系施設が23.8％、行政系施設が18.8％となっています。 

用途別の施設保有状況については、下表のとおりとなっています。 

 

表－用途別公共施設の保有状況 

No. 施設の用途 棟数 
延床面積

（㎡） 

割合

（％） 

1  行政系施設 47 9,127.01 18.8 

2  文化系施設 7 3,738.35 7.7 

3  スポーツ・レクリエーション施設 19 3,420.52 7.0 

4  保健・福祉施設 9 1,783.08 3.7 

5  学校教育系施設 18 11,575.67 23.8 

6  子育て支援施設 1 507.83 1.0 

7  公営住宅施設等 46 16,954.16 34.9 

8  産業系施設 5 977.11 2.0 

9  供給処理施設 4 305.50 0.6 

10  その他施設 18 215.00 0.4 

総 計 174 48,604.23 100.0 

 

 

図－用途別公共施設の延床面積割合 
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図－用途別公共施設の棟数 

 

 

図－用途別公共施設の延床面積 
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（２）一人あたりの公共施設の延床面積 

 

本村の令和２年国勢調査人口（5,849人）一人あたりの公共施設の延床面積は、

8.31㎡/人となっています。 

平成 22 年の「全国自治体公共施設延床面積データ」から人口５～６千人規模の町村と

比較すると平均値（10.81 ㎡/人）を下回りますが、また、全国の市町村の平均（3.42 ㎡

/人）と比較すると、本村は大きく上回っています。 

・東洋大学調査資料「全国自治体公共施設延床面積データ」参照 

表－用途別の一人あたりの延床面積 

No. 施設の用途 
延床面積

（㎡） 

人口一人当たり延

床面積 

（㎡/人） 

1  行政系施設 9,127.01 1.56 

2  文化系施設 3,738.35 0.64 

3  スポーツ・レクリエーション施設 3,420.52 0.58 

4  保健・福祉施設 1,783.08 0.30 

5  学校教育系施設 11,575.67 1.98 

6  子育て支援施設 507.83 0.09 

7  公営住宅施設等 16,954.16 2.90 

8  産業系施設 977.11 0.16 

9  供給処理施設 305.50 0.05 

10  その他施設 215.00 0.04 

総 計 48,604.23 8.31 

 

 

図－宮城県町村及び類似団体の公共施設の面積比較  
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表－類似団体一覧 

自治体名 類型区分 人口 
公共施設 

延床面積 

一人当たり 

の延床面積 
備考 

宮城県      

川崎町 Ⅱ - ２ 8,345 62,016 7.4  

大郷町 Ⅱ - ２ 7,813 45,863 5.9  

大衡村 Ⅱ - ２ 5,849 48,604 8.3  

秋田県      

小坂町 Ⅱ - ２ 4,780 86,678 18.1  

八郎潟町 Ⅱ - ２ 5,583 43,962 7.9  

井川町 Ⅱ - ２ 4,566 41,503 7.8  

山形県      

西川町 Ⅱ - ２ 4,956 58,787 11.9  

福島県      

広野町 Ⅱ - ２ 5,412 58,631 10.8  

※大衡村の延床面積は、公共施設等総合管理計画に伴うヒアリング調査結果 

（令和２年度末時点集計値） 

※人口は令和２年国勢調査より 

※他自治体の延床面積は、公共施設状況調（令和元年度）による公表値 

 

 
図－類似団体の公共施設の面積比較 
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（３）建築年代別の状況 

 

建築年度をみると、施設の多くは昭和40年代から昭和50年代にかけて多く、その後、

平成元年から平成10年代の間に整備されています。 

年代の古い施設は学校教育系施設が多くなっています。また、昭和50年代から平成

にかけては、主に公営住宅や庁舎などの整備が行われています。こうした古い年代に

整備された施設を主として、今後、大規模改修や建替えを計画的に対応していく必要

があります。 

 

 

図－建築年別公共施設の延床面積 
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（４）経過年数の状況 

 

① 用途別施設の経過年数の状況（棟数） 

一般に、鉄筋コンクリート造の建築物の場合は、築30年程度が経過すると大

規模改修が必要となり、築60年程度が経過すると建替えが必要になるといわれ

ています。 

本村においては、築31年以上経過する施設は全体数の62棟（35.6％）、内訳

としては公営住宅施設等、学校教育施設や行政系施設などが多く、築41年以上

が経過する公共施設は全体の20.1％を占めています。 

 

表－用途別施設の経過年数の状況（棟数） 

No. 施設の用途 棟数 
築 31 年 

以上経過 

割合 

（％） 

築 30 年 

以下 

1  行政系施設 47 12 25.5 35 

2  文化系施設 7 4 57.1 3 

3  スポーツ・レクリエーション施設 19 1 5.3 18 

4  保健・福祉施設 9 8 88.9 1 

5  学校教育系施設 18 13 72.2 5 

6  子育て支援施設 1 0 0.0 1 

7  公営住宅施設等 46 20 43.5 26 

8  産業系施設 5 0 0.0 5 

9  供給処理施設 4 4 100.0 0 

10  その他施設 18 0 0.0 18 

総 計 174 62 35.6 112 

 

表－公共施設の経過年数別棟数 

No. 施設の用途 
築 61 年 

以上 

築 51 年 

～60 年 

築 41 年 

～50 年 

築 31 年 

～40 年 

築 30 年 

以下 
計 

1  行政系施設 0 2 4 6 35 47 

2  文化系施設 0 1 2 1 3 7 

3  スポーツ・レクリエーション施設 0 1 0 0 18 19 

4  保健・福祉施設 0 0 7 1 1 9 

5  学校教育系施設 0 0 9 4 5 18 

6  子育て支援施設 0 0 0 0 1 1 

7  公営住宅施設等 0 0 6 14 26 46 

8  産業系施設 0 0 0 0 5 5 

9  供給処理施設 0 0 3 1 0 4 

10  その他施設 0 0 0 0 18 18 

総 計 
0 4 31 27 112 174 

(0.0%) (2.3%) (17.8%) (15.5%) (64.4%) (100.0%) 
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② 用途別施設の経過年数の状況（延床面積） 

本村においては、築31年以上経過する施設の延床面積は約25,629 ㎡

（52.7％）を占めています。 

 

 

表－用途別施設の経過年数の状況（延床面積） 

No. 施設の用途 
延床面積 

（㎡） 

築 31 年 

以上経過 

（㎡） 

割合 

（％） 

築 30 年 

以下（㎡） 

1  行政系施設 9,127.01 4,307.03 47.2 4,819.98 

2  文化系施設 3,738.35 3,051.96 81.6 686.39 

3  スポーツ・レクリエーション施設 3,420.52 59.80 1.7 3,360.72 

4  保健・福祉施設 1,783.08 1,747.08 98.0 36.00 

5  学校教育系施設 11,575.67 11,431.67 98.8 144.00 

6  子育て支援施設 507.83 0.00 0.0 507.83 

7  公営住宅施設等 16,954.16 4,726.05 27.9 12,228.11 

8  産業系施設 977.11 0.00 0.0 977.11 

9  供給処理施設 305.50 305.50 100.0 0.00 

10  その他施設 215.00 0.00 0.0 215.00 

総 計 48,604.23 25,629.09 52.7 22,975.14 

 

 

 

図－公共施設の経過年数別延床面積 
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表－公共施設の経過年数別延床面積 

No. 施設の用途 
築 61 年 

以上 

築 51 年 

～60 年 

築 41 年 

～50 年 

築 31 年 

～40 年 

築 30 年 

以下 
計 

1  行政系施設 0.00 318.16 1,124.37 2,864.50 4,819.98 9,127.01 

2  文化系施設 0.00 956.07 900.13 1,195.76 686.39 3,738.35 

3  スポーツ・レクリエーション施設 0.00 59.80 0.00 0.00 3,360.72 3,420.52 

4  保健・福祉施設 0.00 0.00 1,702.08 45.00 36.00 1,783.08 

5  学校教育系施設 0.00 0.00 10,218.67 1,213.00 144.00 11,575.67 

6  子育て支援施設 0.00 0.00 0.00 0.00 507.83 507.83 

7  公営住宅施設等 0.00 0.00 1,619.40 3,106.65 12,228.11 16,954.16 

8  産業系施設 0.00 0.00 0.00 0.00 977.11 977.11 

9  供給処理施設 0.00 0.00 281.50 24.00 0.00 305.50 

10  その他施設 0.00 0.00 0.00 0.00 215.00 215.00 

総 計 
0.00 1,334.03 15,846.15 8,448.91 22,975.14 48,604.23 

（0.0%） （2.7%） （32.6%） （17.4%） （47.3%） （100.0%） 

 

 

 

図－公共施設の経過年数別延床面積（構成比） 
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（５）耐震改修・診断の現況 

 

本村の公共施設の耐震改修の状況については、耐震不要な施設を合わせて耐震化対

応を実施した施設は、棟数では全体の94.2％、延床面積では全体の94.7%となってい

ます（大規模改修工事も耐震改修とみなしました）。 

一方、耐震改修が未実施の施設は棟数では全体の5.8％、延床面積では全体の5.3％

となっています。 

耐震改修・診断の状況については、下表に示すとおりとなっています。 

 

 

表－耐震改修の状況 

区 分 
棟 延床面積 

棟数 割合（％） 面積（㎡） 割合（％） 

 新耐震基準適合（①+②+③）  131 94.2 45,022.66 94.7 

 新耐震基準 ① 109 78.4 30,486.05 64.1 

   耐震改修 実施済み ② 21 15.1 13,707.09 28.8 

 旧耐震基準  耐震改修 不要 ③ 1 0.7 829.52 1.7 

   耐震改修 未実施   8 5.8 2,521.77 5.3 

総 計 139 100.0 47,544.43 100.0 

※旧耐震基準で大規模改修を実施している建物は、「耐震改修 実施済み」としました。 

※ここでは公営住宅の倉庫や物置等を対象からはずして計上しています。 

 

表－耐震診断の状況 

区 分 
棟 延床面積 

棟数 割合（％） 面積（㎡） 割合（％） 

 新耐震基準     109 78.4 30,486.05 64.1 

 旧耐震基準 
 耐震診断 実施済み   13 9.4 9,019.02 19.0 

 耐震診断 未実施   17 12.2 8,039.36 16.9 

総 計 139 100.0 47,544.43 100.0 

※ここでは公営住宅の倉庫や物置等を対象からはずして計上しています。 
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図－耐震診断・改修の状況（面積・構成比） 
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（６）公共施設の保有量の推移 

 

公共施設の保有量の推移は次のとおりです。 

過去10年間では、ほぼ横ばいで推移しています。 

 

 

図－公共施設の保有量の推移 
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（７）過去に行った対策の実績 

 

各施設に対する主な対策工事の実績については、次のとおりです。 

 

表－対策工事の実績 

施設の用途 施設名 主な対策と実施年度 

行政系施設 

大衡村役場 

LED 照明設置工事(H28) 

敷地内駐車場路面標示工事(R2) 

空調機器移設工事(R2) 

多目的施設 

整備工事(R2) 

整備付帯工事（R2） 

おおひら子どもの心のケアハウス整備工事（R2） 

心のケアハウスＬＥＤ照明設置工事(R2) 

文化系施設 平林会館 自動扉設置工事(R2) 

保健・福祉施設 障害者地域活動支援センター 
改修工事(H24) 

敷地整備工事(H28) 

学校教育系施設 
大衡小学校 

改修工事（H20） 

体育館改修工事(H29、H30) 

大衡中学校 改修工事（H16） 

子育て支援施設 児童館 
空調設備設置工事（H29） 

トイレ改修工事(R１) 

公営住宅施設等 

村営 河原住宅 
河原住宅 1・2 号棟改修工事(R2) 

河原住宅 3 号棟改修工事(R1) 

村営五反田住宅 

1 号棟屋上防水工事(H28) 

3 号棟改修工事(H29) 

1・2 号棟改修工事(H30) 

大衡村定住促進住宅 
1 号棟外壁改修工事(H26) 

2 号棟外壁改修工事(H27) 

村営五反田北住宅2号棟 屋上防水等工事(H26) 

産業系施設 
大衡村農産物展示販売所 

屋外キュービクル変圧器交換工事(H28) 

高圧受電設備交換工事(R2) 

大衡村農産物加工所 水洗化工事(H28) 

供給処理施設 上北沢排水処理場 

高圧受電設備更新工事（H28） 

急速濾過機塗装工事(H30) 

凝集濃縮槽更新工事(R2) 
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２．土木系公共施設（インフラ）の状況 

 

 

インフラ資産の施設（道路、橋りょう、上水道、下水道）においても、今後、古い施設か

ら老朽化の状況に応じて、順次修繕などの費用が必要となってきます。 

本村におけるインフラ資産の状況は下表のとおりです。また、各インフラ資産の状況につ

いては、以下の（１）から（５）に示しています。 

 

表－インフラ資産の状況 

インフラ資産 施設数 延長（ｍ） 面積（ｍ2） 備考 

1. 道路 － 130,269,66 991,963.13 － 

  自転車歩行者道 － 4,944 19,388 － 

2. 橋りょう 63 橋 1,022.97 6,755.30 － 

3. 上水道 － 127,618.80 － － 

4. 下水道 － 63,929.71 － － 

 

 

（１）道路の整備状況 

 

本村の道路は、総延長約130,270ｍで、総面積は約991,963ｍ2が整備されています。 

自転車歩行者道は、総延長4,944ｍで、総面積は19,388ｍ2が整備されています。 
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（２）橋りょうの整備状況 

 

本村の橋りょうは63橋であり、総延長は約1,023ｍ（総面積は約6,755ｍ2）が整備

されています。 

全体では昭和40年代から50年代に整備されたものが多く、経過年数区分別では、30

年未満が32.8％である一方、40年から49年までが33.4％、50年以上も11.4％見られる

状況となっています。（構成比：建設年度不明は除く） 

 

 
図－年代別橋りょうの整備状況 

 

 
        図－橋りょうの経過年数別面積（構成比：建設年度不明は除く） 
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（３）上水道の整備状況 

 

本村の上水道は、管路延長合計で約127,619ｍが整備されています。 

年代別では、昭和50年代に整備されたものが主となっています。整備後30年以上が

経過した管路が78.4％と多くを占める一方、新規整備は年々減少しています。 

 

 

図－年代別上水道の整備状況（管種別） 

 

 

図－上水道の経過年数別延長（構成比） 
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上水道の管径別には、配水管の150mmが最も多く、次いで100mmの管径が多く整備さ

れています。 

このうち、やや大口径の配水管150mmの管径は、各年代にわたって幅広く整備され

ています。 

 

表－上水道施設延長（管径別）の割合 

管 種 管 径 延長（ｍ） 割合（％） 

配水管 

50mm 以下 18,618.1 14.6 

～75mm 23,619.1 18.5 

～100mm 24,232.6 19.0 

～125mm 0.0 0.0 

～150mm 37,583.2 29.4 

～200mm 14,228.8 11.1 

～250mm 401.9 0.3 

～300mm 3,425.7 2.7 

～350mm 2,444.6 1.9 

～400mm 19.7 0.0 

～450mm 2,424.7 1.9 

～500mm 620.4 0.5 

総 計 127,618.8 100.0 

 

 

図－年代別上水道の整備状況（管径別） 
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（４）下水道の整備状況 

 

本村の下水道は、管路延長合計で約63,930ｍが整備されており、塩ビ管の管種割合

が多くを占めています。 

平成に入ってから整備が進み、このうち古い年代については、整備後20年から29年

経過したものが全体の68.1％を占めています。 

なお、上水道と同様に新規整備は年々減少しています。 

 

 
図－年代別下水道の整備状況（管種別） 

 

 

図－下水道の経過年数別延長（構成比） 
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下水道の管径別では、250mm以下の管径が最も多く整備され、全体の83.9％を占め

ています。また、比較的大口径の管径251～500mmのものについては、平成10年から11

年頃に整備されたものが多くなっています。 

 

 

表－下水道施設延長（管径別）の割合 

管  径 延長（ｍ） 割合（％） 

250mm 以下 53,633 83.9 

251～500mm 10,297 16.1 

総 計 63,930 100.0 

 

 

 
図－年代別下水道の整備状況（管径別） 

 

  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

S63 H2 H4 H6 H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 R2

延長

（ｍ）

250mm以下 251～500mm

10年前20年前30年前



 - 33 - 

 

（５）インフラ資産の保有量の推移 

 

インフラ資産の保有量の推移は次のとおりです。 

 

 

図－道路の保有量の推移 

 

 

図－橋りょうの保有量の推移  
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図－上水道の保有量の推移 

 

 

 

図－下水道の保有量の推移  
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第３章 公共施設の維持管理・更新等に係る中長期的な経費の見込み等 

 

 

１．公共施設の維持管理・更新等に係る費用算出（従来型） 

 

 

本計画での算出にあたって、総務省が公表している「地方公共団体の財政分析等に関する

調査報告書（平成23年３月）」及び「公共施設等更新費用試算ソフト仕様書（平成26年３

月）」における算出を参照して設定しています。 

 

（１）公共施設の更新の考え方 

 

   従来型のライフサイクルについて、下記の事項について設定して算出しました。 

 

○ 耐用年数の設定 

○ 単価の設定（大規模改修・建替え） 

○ 期間の設定（大規模改修・建替え） 

○ 積み残しの処理（経過期間：大規模改修・建替え） 

 

図－大規模改修及び建替えのライフサイクル 

  資料：地方公共団体の財政分析等に関する調査報告書 
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（２）大規模改修コストの考え方 

 

① 大規模改修の実施年度 

実施年度は、施設の用途、建物構造によらず、建設してから一律30年目を目

途に実施を検討します。 

 

 ○ 大規模改修実施予定年度は、建設年から30年目とします。 

 

② 大規模改修単価の設定 

大規模改修単価は、総務省「資料：総務省「地方公共団体の財政分析等に関

する調査報告書（平成23年３月）」及び「公共施設等更新費用試算ソフト仕様

書（平成26年３月）」における単価を参照して設定します。 

 

 

表－施設分類別の大規模改修単価 

No. 施設の用途 対象施設 単 価 

1 行政系施設 
大衡村役場、集会所、多目的施設、消防ポンプ

小屋、倉庫、スクールバス車庫 
25 万円/㎡ 

2 文化系施設 
万葉研修センター（公民館）、平林会館、 

ふるさと美術館、大衡城青少年交流館 
25 万円/㎡ 

3 
スポーツ・レクリエー

ション施設 

多目的運動広場、西部球場、村民プール、村民

体育館、屋内運動場、大森プール、万葉クリエー

トパーク 

20 万円/㎡ 

4 保健・福祉施設 福祉センター、障害者地域活動支援センター 20 万円/㎡ 

5 学校教育系施設 小学校、中学校、学校給食センター 17 万円/㎡ 

6 子育て支援施設 児童館 17 万円/㎡ 

7 公営住宅施設等 村営住宅、定住促進住宅 17 万円/㎡ 

8 産業系施設 万葉茶屋、農産物加工所、農産物展示販売所 25 万円/㎡ 

9 供給処理施設 排水処理場 20 万円/㎡ 

10 その他施設 バス停留所、簡易パーキングトイレ、公園トイレ 20 万円/㎡ 

 

③ 修繕期間 

大規模改修では修繕期間を２年とし、費用を均等配分しています。 
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④ 修繕コストの算出例 

＜通常の修繕の場合＞ 

 例えば平成２年度の建築の場合、令和２年度が建築から30年目にあたること

から、29年目にあたる令和元年度から工事を開始し、30年目にあたる令和２年

度に工事完了となります。 

 

建築年 29年目 30年目 

平成２年度 

（1990） 

修繕開始 

 

令和元年度（2019） 

完了 

 

令和２年度（2020） 

 

年間費用は、修繕費用を２等分した値になります。行政関連施設を大規模改

修する場合は、単価25万円、延床面積2,000㎡と仮定すると、以下のように年

間2億5,000万円のコストになります。 

 

年間費用＝単価（25万円/㎡）×延床面積（2,000㎡）／２カ年＝2億5,000万円/年 

 

 

⑤ 修繕積み残し 

既に30年以上経過し、大規模改修時期が到来している建物については、今後

10年間で実施します。 
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（３）建替えコストの考え方 

 

① 建替え実施年度 

本算出では、公共施設の標準的な耐用年数とされる60年を設定します。 

建替え実施年度については、建設年から60年目とします。 

 

② 建替え単価の設定 

建替え単価は、大規模改修単価と同様に、総務省「資料：総務省「地方公共

団体の財政分析等に関する調査報告書（平成23年３月）」及び「公共施設等更

新費用試算ソフト仕様書（平成26年３月）」における単価を参照して設定しま

す。 

 

 

表－施設分類別の建替え単価 

No. 施設の用途 対象施設 単 価 

1 行政系施設 
大衡村役場、集会所、多目的施設、消防ポンプ

小屋、倉庫、スクールバス車庫 
40 万円/㎡ 

2 文化系施設 
万葉研修センター（公民館）、平林会館、 

ふるさと美術館、大衡城青少年交流館 
40 万円/㎡ 

3 
スポーツ・レクリエー

ション施設 

多目的運動広場、西部球場、村民プール、村民

体育館、屋内運動場、大森プール、万葉クリエー

トパーク 

36 万円/㎡ 

4 保健・福祉施設 福祉センター、障害者地域活動支援センター 36 万円/㎡ 

5 学校教育系施設 小学校、中学校、学校給食センター 33 万円/㎡ 

6 子育て支援施設 児童館 33 万円/㎡ 

7 公営住宅施設等 村営住宅、定住促進住宅 28 万円/㎡ 

8 産業系施設 万葉茶屋、農産物加工所、農産物展示販売所 40 万円/㎡ 

9 供給処理施設 排水処理場 36 万円/㎡ 

10 その他施設 バス停留所、簡易パーキングトイレ、公園トイレ 36 万円/㎡ 

 

 

③ 建替え期間 

建替えは、設計、施工と複数年度にわたり費用がかかることを考慮し、単年

度に負担が集中しないように期間を３年間とします。 

費用は各年度で均等配分とし、59年目、60年目、61年目に割り当てて算出し

ます。 
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④ 建替えコストの算出例 

＜通常の建替えの場合＞ 

例えば昭和35年度の建築の場合、令和２年度が建築から60年目にあたること

から、59年目の令和元年度から工事を開始し、61年目の令和３年度に工事完了

となります。 

 

建築年 59年目 60年目 61年目 

昭和35年度 

（1960） 

建替え開始 

 

令和元年度（2019） 

 

 

令和２年度（2020） 

完了 

 

令和３年度（2021） 

 

年間費用は、建替え費用を３等分した値とし、行政関連施設を建替える場合

は、単価40万円、延床面積を3,000㎡と仮定すると、以下のように年間４億円

のコストとなります。 

 

 年間費用＝単価（40万円/㎡）×延床面積（3,000㎡）／３カ年＝４億円/年 

 

 

⑤ 建替え積み残し 

既に60年以上経過し、建替え時期が到来している建物については、今後10年

間で実施します。 
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（４）大規模改修に係る将来費用の総額 

 

① 大規模改修に係る将来費用の総額 

将来の費用算出によると、40年間の大規模改修に係る費用の総額は約83億円

で、特に公営住宅施設等や行政系施設に費用負担が集積するものと想定されて

います。 

なお、既に更新時期を迎えている築31年以上の公共施設は、今後10年間で予

防保全の対策を検討する必要があり、令和４年から13年にかけて費用の負担が

見込まれます。 

 

表－今後40年間における大規模改修に係る将来費用の総額 

No. 施設の用途 

大規模改修費（千円） 

計 
令和４ 

～13 年 

令和 14 

～23 年 

令和 24 

～33 年 

令和 34 

～43 年 

1 行政系施設 2,281,753 1,502,050 537,795 162,368 79,540 

2 文化系施設 934,588 635,763 0 59,808 239,018 

3 スポーツ・レクリエーション施設 584,812 200,422 372,430 0 11,960 

4 保健・福祉施設 236,614 236,614 0 0 0 

5 学校教育系施設 960,614 953,984 6,630 0 0 

6 子育て支援施設 86,331 86,331 0 0 0 

7 公営住宅施設等 2,882,207 2,882,207 0 0 0 

8 産業系施設 244,278 81,843 162,435 0 0 

9 供給処理施設 61,100 61,100 0 0 0 

10 その他施設 43,000 30,820 12,180 0 0 

合 計 8,315,296 6,671,133 1,091,470 222,175 330,518 

 

 
図－大規模改修に係る将来費用  
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② 大規模改修に係る将来費用の内訳 

大規模改修費用の内訳には、築30年以下の「大規模改修（築30年以下）」と、

建築後31年以上経過し、大規模改修時期を超過している建物「大規模改修（築

31年以上）」に分けて算出しています。 

 

表－今後40年間における大規模改修に係る将来費用内訳（築30年以下） 

No. 施設の用途 

大規模改修費（千円） 

計 
令和４ 

～13 年 

令和 14 

～23 年 

令和 24 

～33 年 

令和 34 

～43 年 

1 行政系施設 1,168,343 468,180 537,795 162,368 0 

2 文化系施設 171,598 111,790 0 59,808 0 

3 スポーツ・レクリエーション施設 572,852 200,422 372,430 0 0 

4 保健・福祉施設 7,200 7,200 0 0 0 

5 学校教育系施設 24,480 17,850 6,630 0 0 

6 子育て支援施設 86,331 86,331 0 0 0 

7 公営住宅施設等 2,078,779 2,078,779 0 0 0 

8 産業系施設 244,278 81,843 162,435 0 0 

9 供給処理施設 0 0 0 0 0 

10 その他施設 43,000 30,820 12,180 0 0 

合 計 4,396,859 3,083,214 1,091,470 222,175 0 

 

表－今後40年間における大規模改修に係る将来費用内訳（築31年以上） 

No. 施設の用途 

大規模改修費（千円） 

計 
令和４ 

～13 年 

令和 14 

～23 年 

令和 24 

～33 年 

令和 34 

～43 年 

1 行政系施設 1,113,410 1,033,870 0 0 79,540 

2 文化系施設 762,990 523,973 0 0 239,018 

3 スポーツ・レクリエーション施設 11,960 0 0 0 11,960 

4 保健・福祉施設 229,414 229,414 0 0 0 

5 学校教育系施設 936,134 936,134 0 0 0 

6 子育て支援施設 0 0 0 0 0 

7 公営住宅施設等 803,429 803,429 0 0 0 

8 産業系施設 0 0 0 0 0 

9 供給処理施設 61,100 61,100 0 0 0 

10 その他施設 0 0 0 0 0 

合 計 3,918,436 3,587,919 0 0 330,518 

  



 - 42 - 

 

（５）建替えに係る将来費用の総額 

 

① 建替えに係る将来費用の総額 

今後40年間の建替えに係る費用の総額は約140億円で、このうち令和14年か

ら23年にかけて費用の負担が高く、特に行政系施設や学校教育系施設に集積す

るものと想定されます。 

 

表－今後40年間における建替えに係る将来費用の総額 

No. 施設の用途 

建替え費（千円） 

計 
令和４ 

～13 年 

令和 14 

～23 年 

令和 24 

～33 年 

令和 34 

～43 年 

1 行政系施設 2,530,544 127,264 1,192,788 476,308 734,184 

2 文化系施設 1,399,648 382,428 519,487 436,009 61,724 

3 スポーツ・レクリエーション施設 374,728 21,528 0 25,560 327,640 

4 保健・福祉施設 641,909 72,001 551,548 9,720 8,640 

5 学校教育系施設 3,794,231 1,141,690 2,232,671 408,210 11,660 

6 子育て支援施設 167,584 0 0 0 167,584 

7 公営住宅施設等 4,747,165 0 453,432 2,329,726 1,964,007 

8 産業系施設 130,948 0 0 101,800 29,148 

9 供給処理施設 109,980 0 107,100 2,880 0 

10 その他施設 54,702 0 0 9,553 45,149 

合 計 13,951,438 1,744,911 5,057,025 3,799,767 3,349,735 

 

 

図－建替えに係る将来費用 
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② 建替えに係る将来費用の内訳 

建替え費用の内訳には、60年目の「建替え」と、建築後60年以上経過し、建

替え時期を超過している建物「61年以上の建替え」に分けて算出します。 

本村においては、築61年以上の建物はないため、内訳は前ページの総額と同

様です。 
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（６）大規模改修及び建替えに係る将来費用の総額 

 

① 大規模改修及び建替えに係る将来費用の総額 

今後40年間の大規模改修及び建替えに係る費用の総額は約223億円で、年次

では令和４年から13年及び令和14年から23年、用途では公営住宅施設等、行政

系施設、学校教育系施設に必要となる費用負担が高くなるものと想定されま

す。 

 

 

表－今後40年間における大規模改修及び建替えに係る将来費用の総額  

No. 施設の用途 

大規模改修・建替え費（単位：千円） 

計 
令和４ 

～13 年 

令和 14 

～23 年 

令和 24 

～33 年 

令和 34 

～43 年 

1 行政系施設 4,812,297 1,629,314 1,730,583 638,676 813,724 

2 文化系施設 2,334,236 1,018,191 519,487 495,817 300,742 

3 スポーツ・レクリエーション施設 959,540 221,950 372,430 25,560 339,600 

4 保健・福祉施設 878,523 308,615 551,548 9,720 8,640 

5 学校教育系施設 4,754,845 2,095,674 2,239,301 408,210 11,660 

6 子育て支援施設 253,915 86,331 0 0 167,584 

7 公営住宅施設等 7,629,372 2,882,207 453,432 2,329,726 1,964,007 

8 産業系施設 375,226 81,843 162,435 101,800 29,148 

9 供給処理施設 171,080 61,100 107,100 2,880 0 

10 その他施設 97,702 30,820 12,180 9,553 45,149 

総 計 22,266,734 8,416,044 6,148,495 4,021,942 3,680,253 

 

 

表－今後40年間における大規模改修及び建替えに係る将来費用の内訳 

 

大規模改修・建替え費（単位：千円） 

計 
令和４ 

～13 年 

令和 14 

～23 年 

令和 24 

～33 年 

令和 34 

～43 年 

大規模改修（築 30 年以下） 4,396,859 3,083,214 1,091,470 222,175 0 

大規模改修（築 31 年以上） 3,918,436 3,587,919 0 0 330,518 

大規模改修 計 8,315,296 6,671,133 1,091,470 222,175 330,518 

建替え 13,951,438 1,744,911 5,057,025 3,799,767 3,349,735 

築 61 年以上建替え 0 0 0 0 0 

建替え 計 13,951,438 1,744,911 5,057,025 3,799,767 3,349,735 

総 計 22,266,734 8,416,044 6,148,495 4,021,942 3,680,253 
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（７）公共施設の投資的経費・維持補修費の見通し 

 

① 公共施設の投資的経費・維持補修費の状況 

本村の令和２年度決算統計では、公共施設の投資的経費は約3.0億円となっ

ており、維持補修費（既存更新分）が大半を占めています。 

また、過去６年間の投資的経費の平均は約2.0億円で推移しています。 

今後、建物の更新時期に伴い、投資的経費への負担が増えることとなりま

す。 

 

表－投資的経費の推移 

資料 平成27～令和２年度決算資料 

 

 

図－公共施設の投資的経費の推移 
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平均 

公用施設 138,688 47,402 247,102 247,403 215,727 303,384 199,951 

既存更新分 138,688 47,402 247,102 243,196 125,067 303,384 184,140 

新規整備分 0 0 0 4,207 90,660 0 15,811 

用地取得分 0 0 0 0 0 0 0 

（単位：千円） 
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② 投資的経費・維持補修費の見通し 

 

【算出基準年 令和３年度】（算出の条件） 

・今後、新たな建設は行わないものとします。 

・建設後60年目で建替え（更新）します。建替え時は費用を３年間に分割しま

す。 

・建設後30年目で大規模改修を実施します。改修時の費用は２年間に分割しま

す。 

・積み残しを処理する年数を10年とします。 

・物価変動による改修時、更新時の再調達価格の変動は考慮していません。 

 

【算出結果】 

○ 直近６年間の投資的経費：年平均 2.0億円（令和２年度までの６年間の平均） 

○ 年更新費用：5.6億円（40年間総額222.7億円／40年間） 

○ 年平均 ＝ 2.0億円 － 5.6億円 ＝ △ 3.6億円 

 これまで実際に支出してきた投資的経費を今後も維持できると仮定した場合、

今後、公共施設の維持更新に年間あたり、約3.6億円が不足することとなり、約

2.8倍の費用が必要となります。 

 

 

図－大規模改修及び建替えに係る将来費用  
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（８）インフラ資産の更新の考え方 

 

インフラ資産の更新単価及び耐用年数等は、建物と同様に、総務省「資料：総務省

「地方公共団体の財政分析等に関する調査報告書（平成23年３月）」及び「公共施設

等更新費用試算ソフト仕様書（平成26年３月）」における単価を参照して設定しま

す。 

 

① 道路 

道路の更新費用は路線ごとに整備するものではなく、区間ごとに整備されて

いるため、年度別に把握するのは困難であることから、現在の総面積に対し算

出しました。 

 

◇ 道路の耐用年数 

舗装の耐用年数の10年と舗装の一般的な供用寿命の12から20年のそれぞれ

の年数を踏まえ、道路の耐用年数を15年と仮定し、全整備面積をこの15年で

割った面積で算出し、舗装部分を毎年度更新していくと仮定しています。 

 

 道路舗装部の耐用年数は15年とします。 

 

◇ 道路の更新単価の設定 

道路の更新単価は、「道路統計年報2009」（全国道路利用者会議）で示さ

れる平成19年度の舗装補修事業費（決算額）を舗装補修事業量で割って算出

されたものから設定しています。 

 

 

表－道路の更新単価 

分 類 対象施設 単 価 

道路 一般道路の舗装 4,700円／㎡ 

 

② 橋りょう 

◇ 橋りょうの更新 

橋りょうについては、更新年数経過後に現在と同じ面積で更新すると仮定

し、以下の構造別年度別面積に対し、それぞれの更新費用を乗じて更新費用

を算出します。 

 

 橋りょうの更新年数は法定耐用年数の60年を経た年度に更新します。 
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◇ 橋りょうの更新単価の設定 

橋りょうの更新単価は、道路橋の工事実績（道路橋年報）より、以下の構

造別の面積に対して更新単価を乗じて算出します。 

 

 

表－橋りょうの更新単価 

分 類 対象施設 単 価 

橋りょう 

ＰＣ（プレストレスト・コンクリート） 425,000円／㎡ 

ＲＣ橋 425,000円／㎡ 

鋼橋 500,000円／㎡ 

その他 425,000円／㎡ 

 

③ 上水道 

◇ 上水道の更新 

上水道は、整備した年度から法定耐用年数の40年を経た年度に更新すると

仮定しています。 

 

 上水道の耐用年数は40年とします。 

 

◇ 上水道の更新単価の設定 

上水道の更新単価は、導水管及び送水管、配水管に分類して、管径別に単

価を設定します。 

 

 

表－上水道の更新単価 

分 類 対象施設 単 価 

上水道 導水管及び送水管 
300mm未満 100,000円／ｍ 

300～500mm 114,000円／ｍ 

上水道 配水管 

50mm以下 97,000円／ｍ 

～75mm 97,000円／ｍ 

～100mm 97,000円／ｍ 

～150mm 97,000円／ｍ 

～200mm 100,000円／ｍ 

～250mm 103,000円／ｍ 

～300mm 106,000円／ｍ 

～350mm 111,000円／ｍ 

～400mm 116,000円／ｍ 
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④ 下水道 

◇ 下水道の更新 

下水道は、延長距離の総量のみが把握できる場合は、全整備面積を法定耐

用年数の50年で割った面積を１年間で更新していくと仮定します。 

 

下水道の耐用年数は50年とします。 

 

◇ 下水道の更新単価の設定 

下水道の更新単価は、総延長に対する管径別更新単価により設定します。 

 

 

表－下水道の管径別更新単価 

分 類 対象施設 単 価 

下水道 管径別 

250mm以下 61,000円／ｍ 

251～500mm 116,000円／ｍ 

500～1,000mm 295,000円／ｍ 
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（９）インフラ資産の投資的経費・維持補修費の見通し 

 

① インフラ資産の投資的経費の状況 

令和２年度の本村のインフラ資産の投資的経費の合計は約4.8億円で、過去

６年間の費用は、年平均約5.1億円で推移しています。 

 

表－インフラ資産の投資的経費の推移 

 

 

図－インフラ資産の投資的経費の推移  

394,881 
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771,738 
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482,735 

0
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投資的経費（千円） 道路 橋りょう 上水道 下水道

年度 

区分 

平成 27 年 

（2015） 

平成 28 年 

（2016） 

平成 29 年 

（2017） 

平成 30 年 

（2018） 

令和元年 

（2019） 

令和２年 

(2020) 

６年間の 

平均 

道路 209,033 270,976 294,996 574,297 177,457 311,880 306,440 

既存更新分 205,283 224,315 127,365 330,138 134,697 101,721 187,253 

新規整備分 3,750 46,661 167,631 244,159 42,760 210,159 119,187 

用地取得分 0 0 0 0 0 0 0 

橋りょう 0 4,340 5,014 886 0 0 1,707 

既存更新分 0 4,340 5,014 886 0 0 1,707 

新規整備分 0 0 0 0 0 0 0 

用地取得分 0 0 0 0 0 0 0 

上水道 15,378 15,593 16,237 20,836 25,481 19,421 18,824 

企業債償還金 15,010 15,316 15,628 15,946 16,271 16,603 15,796 

建設改良費 368 277 609 4,890 9,210 2,818 3,029 

        

下水道 170,470 205,859 204,396 175,719 211,789 151,434 186,611 

公債費 167,014 168,984 165,549 162,759 155,781 141,310 160,233 

工事請負費 3,456 36,875 38,847 12,960 56,008 10,124 26,378 

        

総 計 394,881 496,768 520,643 771,738 414,727 482,735 513,582 

（単位：千円） 
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② 道路 

（算出の条件） 

・道路舗装部の更新は、耐用年数（15年）を基に、舗装補修単価で算出します。 

・物価変動による改修時、更新時の再調達価格の変動は考慮していません。 

・年更新費用の算出 全整備面積991,963.13㎡／15年×単価 

【算出結果】 

○ 直近６年間の投資的経費：年平均 3.06億円（令和２年度までの６年間の平

均） 

○ 年更新費用：3.11億円（40年間総額 124.4億円／40年間） 

○ 年平均 ＝ 3.06億円 － 3.11億円 ＝ △ 0.05億円 

これまで実際に支出してきた維持更新費を今後も維持できると仮定した場合、

今後の維持更新に年間あたり約0.05億円が不足します。 

本村の道路の将来費用について、下図に今後40年間に要する維持更新費用の

見込みを示しています。 

 

 

図－今後40年間に要する維持更新費用の見込み（道路） 
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③ 橋りょう 

（算出の条件） 

・橋りょうの更新は、法定耐用年数（60年）を基に、道路橋の更新単価で算出

します。 

・物価変動による改修時、更新時の再調達価格の変動は考慮していません。 

【算出結果】 

○ 直近６年間の投資的経費：年平均 0.02億円（令和２年度までの６年間の平

均） 

○ 年更新費用：0.61億円（40年間総額 24.24億円／40年間） 

○ 年平均＝ 0.02億円 － 0.61億円 ＝ △ 0.59億円 

これまで実際に支出してきた維持更新費を今後も維持できると仮定した場合、

今後の維持更新に年間あたり約0.59億円が不足します。 

本村の橋りょうの将来費用について、下図に今後40年間に要する維持更新費

用の見込みを示しています。 

 

  

図－今後40年間に要する維持更新費用の見込み（橋りょう） 
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④ 上水道（管径別） 

（算出の条件） 

・敷設替えは、法定耐用年数（40年）を基に、管径別更新単価で算出します。 

・物価変動による改修時、更新時の再調達価格の変動は考慮していません。 

【算出結果】 

○ 直近６年間の投資的経費：年平均 0.19億円（令和２年度までの６年間の平

均） 

○ 年更新費用：3.14億円（40年間総額 125.67億円／40年間） 

○ 年平均＝ 0.19億円 － 3.14億円 ＝ △ 2.95億円 

これまで実際に支出してきた維持更新費を今後も維持できると仮定した場合、

今後の維持更新に年間あたり、約2.95億円が不足します。 

本村の上水道の将来費用について、下図に今後40年間に要する維持更新費用

の見込みを示しています。 

 

 

図－今後40年間に要する維持更新費用の見込み（上水道） 
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⑤ 下水道（管径別） 

（算出の条件） 

・敷設替えは、法定耐用年数（50年）を基に、管径別更新単価で算出します。 

・物価変動による改修時、更新時の再調達価格の変動は考慮していません。 

【算出結果】 

○ 直近６年間の投資的経費：年平均 1.87億円（令和２年度までの６年間の平

均） 

○ 年更新費用：1.09億円（40年間総額 43.45億円／40年間） 

○ 年平均＝ 1.87億円 － 1.09億円 ＝ 0.78億円 

これまで実際に支出してきた維持更新費を今後も維持できると仮定した場合、

今後の維持更新に年間あたり、約0.78億円が余剰となります。 

本村の下水道の将来費用について、下図に今後40年間に要する維持更新費用

の見込みを示しています。 

 

 

図－今後40年間に要する維持更新費用の見込み（下水道） 
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（10）インフラ資産の改修・更新に係る将来費用の内訳 

 

今後40年間に、インフラ資産の改修・更新に係る費用は、約318億円と推計され、

年間（年平均）に係る費用は約7.9億円と想定されます。 

これまで実際に支出してきた維持更新費を今後も維持できると仮定した場合、今後

の維持更新に年間あたり、約2.8億円が不足します。 

インフラ資産についても建築系施設と同様、更新費用を縮減、平準化することが必

要です。 

 

表－今後40年間における改修・更新等に係る将来費用 

 計 
令和４ 

～13 年 

令和 14 

～23 年 

令和 24 

～33 年 

令和 34 

～43 年 

道路 124.33 31.08 31.08 31.08 31.08 

橋りょう 24.24 3.60 10.28 6.81 3.55 

上水道（管径別） 125.67 97.97 13.90 11.58 2.21 

下水道（管径別） 43.45 0.00 2.54 31.08 9.83 

計 317.68 132.65 57.80 80.56 46.67 

 

  

図－改修・更新等に係る将来費用（インフラ資産） 
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40 年間の更新費用：年平均 7.9 億円 

投資的経費：年平均 5.1 億円 

年間 
約 2.8 億円の 

不足 
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２．公共施設の維持管理・更新等に係る費用算出（長寿命化型） 

 

 

本計画の建築物の従来型の維持管理・更新にかかる経費は、「公共施設更新費用試

算ソフト仕様書」に基づき算出しておりますが、予防保全等を実施し、施設利用の長

寿命化を行うことによりさらに長期間の利用を計画します。 

なお、各施設の改修費については、個別施設計画（長寿命化計画）における実施計

画費用を採用するものとしました。個別施設計画（長寿命化計画）が未策定の施設に

ついては、下記の方針で長寿命化型の維持費用を算出します。 

 

（１）公共施設の更新の考え方 

 

   長寿命化型のライフサイクルについて下記の事項について設定して算出しました。 

 

○ 耐用年数の設定 

○ 単価の設定（大規模改修・長寿命化改修・建替え） 

○ 期間の設定（大規模改修・長寿命化改修・建替え） 

○ 積み残しの処理（経過期間：大規模改修・長寿命化改修・建替え） 

 

 

図－長寿命化型の改修及び建替えのライフサイクル 
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（２）大規模改修コストの考え方 

 

① 大規模改修の実施年度 

実施年度は、施設の用途、建物構造によらず、建設してから一律20年目と60

年目を目途に実施を検討します。 

 

 ○ 大規模改修実施予定年度は、建設年から20年目と60年目とします。 

 

② 大規模改修単価の設定 

大規模改修単価は、文科省「学校施設の長寿命化計画策定に係る手引き（平

成27年４月）」における単価を準用し、建替え単価の25％程度と設定します。 

 

表－施設分類別の大規模改修単価 

No. 施設の用途 対象施設 単 価 

1 行政系施設 
大衡村役場、集会所、多目的施設、消防ポンプ

小屋、倉庫、スクールバス車庫 
10 万円/㎡ 

2 文化系施設 
万葉研修センター（公民館）、平林会館、 

ふるさと美術館、大衡城青少年交流館 
10 万円/㎡ 

3 
スポーツ・レクリエー

ション施設 

多目的運動広場、西部球場、村民プール、村民

体育館、屋内運動場、大森プール、万葉クリエー

トパーク 

9 万円/㎡ 

4 保健・福祉施設 福祉センター、障害者地域活動支援センター 9 万円/㎡ 

5 学校教育系施設 小学校、中学校、学校給食センター 8.25 万円/㎡ 

6 子育て支援施設 児童館 8.25 万円/㎡ 

7 公営住宅施設等 村営住宅、定住促進住宅 7 万円/㎡ 

8 産業系施設 万葉茶屋、農産物加工所、農産物展示販売所 10 万円/㎡ 

9 供給処理施設 排水処理場 9 万円/㎡ 

10 その他施設 バス停留所、簡易パーキングトイレ、公園トイレ 9 万円/㎡ 

 

③ 修繕期間 

大規模改修では修繕期間を１年とします。 
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（３）長寿命化改修コストの考え方 

 

① 長寿命化改修の実施年度 

実施年度は、施設の用途、建物構造によらず、建設してから一律40年目を目

途に実施を検討します。 

 

 ○ 長寿命化改修実施予定年度は、建設年から40年目とします。 

 

② 長寿命化改修単価の設定 

長寿命化改修単価は、文科省「学校施設の長寿命化計画策定に係る手引き

（平成27年４月）」における単価を準用し、建替え単価の60％程度と設定しま

す。 

 

表－施設分類別の長寿命化改修単価 

No. 施設の用途 対象施設 単 価 

1 行政系施設 
大衡村役場、集会所、多目的施設、消防ポンプ

小屋、倉庫、スクールバス車庫 
24 万円/㎡ 

2 文化系施設 
万葉研修センター（公民館）、平林会館、 

ふるさと美術館、大衡城青少年交流館 
24 万円/㎡ 

3 
スポーツ・レクリエー

ション施設 

多目的運動広場、西部球場、村民プール、村民

体育館、屋内運動場、大森プール、万葉クリエー

トパーク 

21.6 万円/㎡ 

4 保健・福祉施設 福祉センター、障害者地域活動支援センター 21.6 万円/㎡ 

5 学校教育系施設 小学校、中学校、学校給食センター 19.8 万円/㎡ 

6 子育て支援施設 児童館 19.8 万円/㎡ 

7 公営住宅施設等 村営住宅、定住促進住宅 16.8 万円/㎡ 

8 産業系施設 万葉茶屋、農産物加工所、農産物展示販売所 24 万円/㎡ 

9 供給処理施設 排水処理場 21.6 万円/㎡ 

10 その他施設 バス停留所、簡易パーキングトイレ、公園トイレ 21.6 万円/㎡ 

 

③ 修繕期間 

長寿命化改修では修繕期間を２年とし、費用を均等配分しています。 
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（４）建替えコストの考え方 

 

① 建替え実施年度 

長寿命化対策を行うことにより、80年を設定します。 

建替え実施年度については、建設年から80年目とします。 

 

② 建替え単価の設定 

建替え単価は、従来型の単価を参照します。 

 

③ 修繕期間 

大規模改修では修繕期間を２年とし、費用を均等配分しています。 

 

 

（５）大規模改修に係る将来費用の総額 

 

今後40年間の大規模改修に係る費用の総額は約30億円で、特に行政系施設や学校教

育系施設に費用負担が集積するものと想定されます。 

 

表－今後40年間における大規模改修に係る将来費用の総額 

No. 施設の用途 

大規模改修費（千円） 

計 
令和４ 

～13 年 

令和 14 

～23 年 

令和 24 

～33 年 

令和 34 

～43 年 

1 行政系施設 887,510 288,030 177,384 254,734 167,362 

2 文化系施設 267,608 15,431 113,936 122,810 15,431 

3 スポーツ・レクリエーション施設 364,137 133,910 145,572 0 84,655 

4 保健・福祉施設 160,477 0 153,187 4,050 3,240 

5 学校教育系施設 941,464 6,435 349,857 579,726 5,446 

6 子育て支援施設 41,896 41,896 0 0 0 

7 公営住宅施設等 205,000 105,000 100,000 0 0 

8 産業系施設 79,548 72,261 0 0 7,287 

9 供給処理施設 27,495 0 25,335 2,160 0 

10 その他施設 30,208 16,532 0 1,788 11,887 

合 計 3,005,342 679,495 1,065,271 965,268 295,308 
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（６）長寿命化改修に係る将来費用の総額 

 

今後40年間の長寿命化改修に係る費用の総額は約65億円で、特に行政系施設や学校

教育系施設に費用負担が集積するものと想定されます。 

 

表－今後40年間における長寿命化改修に係る将来費用の総額 

No. 施設の用途 

長寿命化改修費（千円） 

計 
令和４ 

～13 年 

令和 14 

～23 年 

令和 24 

～33 年 

令和 34 

～43 年 

1 行政系施設 2,063,920 1,173,098 218,666 516,283 155,873 

2 文化系施設 834,682 740,232 37,034 0 57,415 

3 スポーツ・レクリエーション施設 610,408 376,543 193,452 40,414 0 

4 保健・福祉施設 385,145 377,369 7,776 0 0 

5 学校教育系施設 2,289,115 2,273,671 0 15,444 0 

6 子育て支援施設 0 0 0 0 0 

7 公営住宅施設等 0 0 0 0 0 

8 産業系施設 173,426 0 17,489 155,938 0 

9 供給処理施設 65,988 65,988 0 0 0 

10 その他施設 46,440 5,372 27,914 13,154 0 

合 計 6,469,124 5,012,273 502,331 741,233 213,288 
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（７）建替えに係る将来費用の総額 

 

今後40年間の建替えに係る費用の総額は約65億円で、特に行政系施設や学校教育系

施設に費用負担が集積するものと想定されます。 

 

表－今後40年間における建替えに係る将来費用の総額 

No. 施設の用途 

建替え費（千円） 

計 
令和４ 

～13 年 

令和 14 

～23 年 

令和 24 

～33 年 

令和 34 

～43 年 

1 行政系施設 577,012 0 0 127,264 449,748 

2 文化系施設 742,480 0 0 382,428 360,052 

3 スポーツ・レクリエーション施設 749,676 0 0 33,078 716,598 

4 保健・福祉施設 612,749 0 0 0 612,749 

5 学校教育系施設 3,372,160 1,320 0 0 3,370,840 

6 子育て支援施設 167,584 0 0 167,584 0 

7 公営住宅施設等 108,000 108,000 0 0 0 

8 産業系施設 83,986 0 41,993 41,993 0 

9 供給処理施設 101,340 0 0 0 101,340 

10 その他施設 0 0 0 0 0 

合 計 6,514,987 109,320 41,993 752,347 5,611,327 
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（８）大規模改修・長寿命化改修・建替えに係る将来費用の総額 

 

今後40年間の大規模改修・長寿命化改修・建替えに係る費用の総額は約160億円で、

年次では令和４年から13年及び令和34年から43年、用途では学校教育系施設、行政系

施設に必要となる費用負担が高くなるものと想定されます。 

 

表－今後40年間における大規模改修・長寿命化改修・建替えに係る将来費用の総額  

No. 施設の用途 

大規模改修・長寿命化改修・建替え費（単位：千円） 

計 
令和４ 

～13 年 

令和 14 

～23 年 

令和 24 

～33 年 

令和 34 

～43 年 

1 行政系施設 3,528,442 1,461,128 396,050 898,281 772,983 

2 文化系施設 1,844,770 755,663 150,970 505,238 432,898 

3 スポーツ・レクリエーション施設 1,724,221 510,453 339,024 73,492 801,253 

4 保健・福祉施設 1,158,371 377,369 160,963 4,050 615,989 

5 学校教育系施設 6,602,738 2,281,426 349,857 595,170 3,376,286 

6 子育て支援施設 209,480 41,896 0 167,584 0 

7 公営住宅施設等 313,000 213,000 100,000 0 0 

8 産業系施設 336,960 72,261 59,482 197,931 7,287 

9 供給処理施設 194,823 65,988 25,335 2,160 101,340 

10 その他施設 76,648 21,904 27,914 14,943 11,887 

総 計 15,989,454 5,801,088 1,609,595 2,458,848 6,119,923 

 

表－今後40年間における大規模改修・長寿命化改修・建替えに係る将来費用の内訳 

 

大規模改修・長寿命化改修・建替え費（単位：千円） 

計 
令和４ 

～13 年 

令和 14 

～23 年 

令和 24 

～33 年 

令和 34 

～43 年 

大規模改修 計 3,005,342 679,495 1,065,271 965,268 295,308 

長寿命化改修 計 6,469,124 5,012,273 502,331 741,233 213,288 

建替え 計 6,514,987 109,320 41,993 752,347 5,611,327 

総 計 15,989,454 5,801,088 1,609,595 2,458,848 6,119,923 
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（９）公共施設の維持補修費の見通し 
 

【算出基準年 令和３年度】（算出の条件） 

・今後、新たな建設は行わないものとします。 

・建設後80年目で建替え（更新）します。建替え時は費用を２年間に分割します。 

・建設後20年目と60年目で大規模改修を実施します。改修時の費用は１年間で算

出します。 

・建築後40年目で長寿命化改修を実施します。改修時の費用は２年間に分割しま

す。 

・積み残しを処理する年数を10年とします。 

・物価変動による改修時、更新時の再調達価格の変動は考慮していません。 

 

【算出結果】 

○ 直近６年間の投資的経費：年平均 2.0億円（令和２年度までの６年間の平均） 

○ 年更新費用：4.0億円（40年間総額 159.9億円／40年間） 

○ 年平均 ＝ 2.0億円 － 4.0億円 ＝ △ 2.0億円 

 これまで実際に支出してきた投資的経費を今後も維持できると仮定した場合、

今後、公共施設の維持更新に年間あたり、約2.0億円が不足することとなり、約

２倍の費用が必要となります。 

 

 

図－大規模改修・長寿命化改修・建替えに係る将来費用  
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（10）インフラ資産の更新の考え方 

 

インフラ資産における長寿命化型の費用は、別に定める個別施設計画（長寿命化計

画）の長寿命化実施費用で算出した費用を引用します。 

なお、個別施設計画（長寿命化計画）が未策定のインフラ資産は、従来型の算出結

果と同じとして扱います。 

 

（11）インフラ資産の改修・更新に係る将来費用の内訳 

 

今後40年間に、インフラ資産の改修・更新に係る費用は、約299億円と推計され、

年間（年平均）に係る費用は約7.5億円と想定されます。 

これまで実際に支出してきた維持更新費を今後も維持できると仮定した場合、今後

の維持更新に年間あたり、約2.4億円が不足します。 

 

表－今後40年間における改修・更新等に係る将来費用 

 計 
令和４ 

～13 年 

令和 14 

～23 年 

令和 24 

～33 年 

令和 34 

～43 年 

道路 124.33 31.08 31.08 31.08 31.08 

橋りょう 25.64 5.00 10.28 6.81 3.55 

上水道 125.67 97.97 13.90 11.58 2.21 

下水道 23.20 2.80 4.00 6.40 10.00 

計 298.84 136.85 59.27 55.88 46.84 

 

 

図－改修・更新等に係る将来費用（インフラ資産）  
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３．公共施設及びインフラ資産の改修・更新に係る将来費用の総額 

 

（１）従来型の将来費用 

前項までの算出から、今後40年間に、公共施設及びインフラ資産（道路・橋りょう・上水

道・下水道）の改修・更新に係る費用の総額は、約540億円と推計され、年間（年平均）に

係る費用は約13.5億円と想定されています。 

過去６年間の投資的経費の平均7.1億円の約1.9倍の費用が必要となり、これまで実際に支

出してきた維持更新費を今後も維持できると仮定した場合、今後の維持更新に年間あたり、

約6.4億円が不足します。 

 

表－今後40年間における改修・更新等に係る将来費用の総額（従来型） 

 計 
令和４ 

～13 年 

令和 14 

～23 年 

令和 24 

～33 年 

令和 34 

～43 年 

公共施設 222.67 84.16 61.48 39.36 36.80 

道路 124.33 31.08 31.08 31.08 31.08 

橋りょう 24.24 3.60 10.28 6.81 3.55 

上水道 125.67 97.97 13.90 11.58 2.21 

下水道 43.45 0.00 2.54 31.08 9.83 

計 540.30 216.81 199.29 120.78 83.47 

 

  

図－改修・更新等に係る将来費用（従来型）  

0

5

10

15

20

25

30

35

40

R4 R9 R14 R19 R24 R29 R34 R39

（億円） 道路 橋りょう 上水道 下水道 公共施設

～10年後 11～20年後 21～30年後 31～40年後

（単位：億円） 

40 年間の更新費用：年平均 13.5 億円 

投資的経費：年平均 7.1 億円 

年間 
約 6.4 億円の 

不足 



 - 66 - 

 

（２）長寿命化型の将来費用 

 

前項までの算出から、今後40年間に、公共施設及びインフラ資産（道路・橋りょう・上水

道・下水道）の改修・更新に係る費用の総額は、約459億円と推計され、年間（年平均）に

係る費用は約11.5億円と想定されています。 

過去６年間の投資的経費の平均7.1億円の約1.6倍の費用が必要となり、これまで実際に支

出してきた維持更新費を今後も維持できると仮定した場合、今後の維持更新に年間あたり、

約4.4億円が不足します。 

 

 

表－今後 40 年間における改修・更新等に係る将来費用の総額（長寿命化型） 

 計 
令和４ 

～13 年 

令和 14 

～23 年 

令和 24 

～33 年 

令和 34 

～43 年 

公共施設 159.89 58.01 16.10 24.59 61.20 

道路 124.33 31.08 31.08 31.08 31.08 

橋りょう 25.64 5.00 10.28 6.81 3.55 

上水道 125.67 97.97 13.90 11.58 2.21 

下水道 23.20 2.80 4.00 6.40 10.00 

計 458.73 194.86 75.36 80.46 108.04 

 

 

  

図－改修・更新等に係る将来費用（長寿命化型）  
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（３）長寿命化を実施した場合の効果額 

 

前項までの算出結果から、下記のとおりとなります。 

 

○ 従来型の中長期的な年更新費用：13.5億円（40年間総額：540.3億円） 

 

○ 長寿命化型の中長期的な年更新費用：11.5億円（40年間総額：458.7億円） 

 

以上となり、長寿命化を行うことで、１年当たりの事業費は約2.0億円の縮減（40年間総

額で81.6億円）と算出しました。 

ただし、直近６年間の投資的経費は約7.1億円のため、長寿命化を実施した上でこれまで

の維持・更新費用を今後も支出可能と仮定した場合でも、１年当たりの事業費が約4.4億円

超過する見込みであるため、さらなる事業費の縮減は必須となります。 
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第４章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針 

 

１．現状や課題に関する基本認識 

 

 

（１）財政を取り巻く厳しい状況への対応 

 

本村の財政は、歳入の確保及び歳出の抑制・管理により健全性の維持に努めていま

す。しかし、地方自治体、とりわけ財政を取り巻く動向は全国的に厳しさを増してお

り、本村においても今後は生産年齢人口の減少に伴い、税収は減少に転ずることも懸

念されます。 

歳出面においても、少子高齢化による扶助費の増加が予想されるなど、今後も予断

を許さない状況が続いていくことが想定されます。 

そのため、公共施設の維持管理及び運営面等を通じ、今後も限られた財源で効率的

な投資を行い、必要となる機能の維持を図っていく必要があります。 

また、未利用の土地、建物を民間に売却又は貸付けを推進し、既存施設の維持修繕

に係る財源の確保に努めます。 

 

 

（２）人口減少・少子高齢化社会への対応 

 

本村の人口は、横ばい程度の推移で増減を経ながら現在へと至っており、今後も概

ねこうした状況が続くものと想定されます。 

一方、全国的な傾向と同様、少子高齢化は本村においてもさらに進展していくこと

が想定されます。 

こうしたことから、今後の村の人口構成の変動に伴うニーズの変化に対応した、適

正な公共施設の規模や機能の再編成を検討していく必要があります。 

 

 

（３）施設の老朽化への対応 

 

本村の公共施設は、昭和から平成にかけて主な施設が整備されており、今後 40 年

という期間においては、その多くが改修、または建替えの必要が生じるものと想定さ

れます。 
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これらの改修・更新費用については、それぞれの耐用年数に応じ、今後順次必要と

なってくることから、公共施設等の全体像の把握及び長期的な視点による対応が不可

欠となっています。 

長期に渡る維持更新費用の確保は、厳しい社会経済動向や村財政のもとでは大きな

課題であり、従来と同様に大規模改修・建替え等への投資を継続すると、本村の財政

や行政サービス（機能維持）に重大な影響を及ぼす可能性があります。また、無計画

のまま現状施設の老朽化に伴う維持更新を優先すると、住民ニーズの変化に伴った用

途転用や複合化が難しくなる恐れがあります。 

このような状況を回避するためには、大規模改修・建替え等に係る費用を全体的に

抑え、年度毎の支出を平準化させるとともに、中長期的な視点による計画的・戦略的

な公共施設等の再編成・管理に取り組んでいく必要があります。 

さらに、現在の公共施設の情報管理は、当該施設の管理運営を行う各担当課がそれ

ぞれで行っていますが、今後、計画的・戦略的な公共施設管理を推進する上では、情

報を一元管理し、より効率的な管理・運営を推進する組織体制の構築を図る必要があ

ります。 
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２．公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

 

現状や課題に関する基本認識を踏まえつつ、人口構成など地域の特性や住民ニーズを踏ま

えながら、全庁的かつ長期的な視点に基づき、公共施設の適切な管理・運営、安全で快適な

利用環境を実現するため、以下の３つの視点を重視し、住民が必要とする行政サービスの維

持・向上を図ることを基本方針とします。 

 

 

 

 

将来の人口動向や財政状況を踏まえつつ、施設総量（延床面積）の縮減

を図り、公共施設のコンパクト化（統合、廃止及び取壊し等）及び維持継

続する施設の長寿命化を推進し、「供給量の適正化」を図ります。 

 

 

 

 

既存施設は、老朽化の状況や利用実態及び需要の見通しを踏まえ、今後

も継続していく必要がある施設については、計画的な修繕による施設の品

質の保持や機能の改善に努め、「既存施設の有効活用」を図ります。 

 

 

 

 

情報の一元管理や共有を図るための管理システムの構築、全庁的な推進

体制の確立及び民間活力の導入の検討などにより、「効率的な管理・運営」

を推進します。 

 

  

視点① 供給量の適正化 

 

視点② 既存施設の有効活用 

視点③ 効率的な管理・運営 
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具体的には、以下の供給・品質・財務に関する基本方針に基づき、公共施設等の総合的

かつ計画的な管理を推進します。 

 

① 供給に関する基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 品質に関する基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 財務に関する基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

■ 機能の複合化等による効率的な施設の配置 

住民サービスを継続する上で廃止できない施設は、周辺施設の立地や利

用者状況を踏まえながら、機能の複合化や更新等により、効率的な施設の

配置及び住民ニーズの変化への対応を検討します。 

■ 施設総量の適正化 

関連計画や重点施策との整合性、住民ニーズ等を踏まえながら、人口等

の社会環境の変化や財政状況、費用対効果を勘案し、必要なサービスの水

準を確保しつつ施設総量の適正化を推進します。 

■ 計画的な長寿命化の推進 

建築年代の古い施設については大規模改修の検討と併せ、長期的な修繕

計画の策定や点検等の強化などにより、計画的・適切な維持管理を推進

し、必要に応じて機能の変更や複合化の検討とともに、施設の長寿命化を

推進します。 

■ 予防保全の推進 

日常点検、定期点検を実施し、劣化状況の把握に努めるとともに、点検

結果を踏まえた修繕や小規模改修の実施により予防保全に努めます。 

■ 維持管理費用の適正化 

現状の維持管理に係る費用や需要等の費用対効果を分析し、維持管理費

用や施設利用料等の適正化を図ります。 

■ 長期的費用の縮減と平準化 

大規模改修・建替え等の費用の縮減と更新時期の集中化を避けることに

より、財政支出の縮減と平準化を図ります。 

■ 民間活力の導入 

指定管理者制度をはじめ民間活力の導入などの手法を活用し、施設の整

備や管理・運営における官民の連携を図り、財政負担の軽減と行政サービ

スの維持・向上を図ります。 
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（１）点検・診断等の実施方針 

 

＜公共施設＞ 

公共施設は年々老朽化が進み、長期的な視点のもと、建築物や設備の老朽化に伴う

機能の損失を未然に防止することが極めて重要になります。 

そのためには公共施設の点検・診断を実施することが有効ですが、その実施にあた

っては、建設時から経過した年月及び建築物の耐震性によって対処方法が異なると考

えられます。 

ここでは公共施設を建設時期によって、以下の表に示すように①旧耐震基準、②新

耐震基準（前期）、③新耐震基準（後期）の３段階に分類し、それぞれの分類におけ

る点検・診断の実施方針を整理します。 

 

 

表－建築時期による建築物の分類 

建築物の分類 要 件 

①旧耐震基準 昭和 56年 6 月以前の旧耐震基準で建築された施設とする。 

②耐震基準（前期） 
新耐震基準に適合するが、建築後 16 年以上経過した施設とす

る。 

③耐震基準（後期） 新耐震基準に適合し、建築後 15 年以内の施設とする。 
注）改修によるマンションの再生手法に関するマニュアル（H22.7 改訂）国土交通省 参照 

    大規模修繕の一つでもある躯体改修工事や外壁塗装の修繕周期は建設後概ね 10 年～15 年が目安とされ
ていることから建築後 15 年以内の施設は「耐震基準（後期）」とし、16 年以上経過した建築物を「耐
震基準（前期）」と設定した。 

 

① 旧耐震基準建築物 

これらの施設は、旧耐震基準で建築されていることから、建物の安全性が確

保されているか否かという点が重要です。そのため、耐震診断が未実施の施設

については速やかに耐震診断を実施し、耐震性を有する建築物かどうかの把握

に努めます。また、既に耐震化済みの施設や耐震診断結果により耐震性を保有

すると判断される施設については、機能の維持向上に留意しながら定期的な点

検を行います。 

 

② 新耐震基準建築物（前期） 

これらの施設のうち、昭和 50 年代に建築された施設は、建築後概ね 40年が

経過し、既に大規模改修の実施時期を迎えています。そのため、これらの施設

を中心に、施設の劣化状況の把握に努めるとともに、情報の一元管理を進め、

大規模改修の実施の検討を進めます。 
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③ 新耐震基準建築物（後期） 

これらの施設は、建築後の経過年数も短く、設備の整った施設が多いことか

ら、長期使用を前提として、日常点検、定期点検の実施により、施設の劣化状

況の把握に努め、建築後 15 年を目安に劣化調査等の実施を検討します。また、

これまで策定した「公営住宅等長寿命化計画」「公園施設長寿命化計画」も踏

まえつつ、長期的な視点のもと、建築物等の管理・有効活用を図ります。 

 

＜インフラ資産＞ 

インフラ資産は、地域の基盤となる施設であることから、施設性能を可能な限り維

持し、長期にわたり使用できるよう、「事後保全」から「予防保全」への転換を図り

ます。 

そのため、定期的な点検・診断結果に基づき必要な措置を行うとともに、得られた

施設の状態や対策履歴の情報を記録し、次期点検・診断に活用するメンテナンスサイ

クルを構築し、継続的に努めてまいります。 

また、これまで策定した「橋りょう長寿命化計画」「下水道長寿命化計画」も踏ま

えつつ、長期的な視点のもと、インフラ資産の管理・有効活用を図ります。 

 

 

（２）維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 

＜公共施設＞ 

公共施設については、日常の保守によって劣化及び機能低下を防ぎ、住民にとって

安全に使用される必要があります。公共施設を供用し続けるには、設備機器の運転や

清掃等が必要です。その中でも機器の運転は、日常の点検、注油、消耗品の交換、調

整が欠かせません。そのため、修繕や小規模改修に対しては、速やかな対応ができる

体制を構築していきます。 

また、施設の更新にあたっては、人口の動向や住民ニーズ、周辺施設の立地状況等

を踏まえた適正な規模を想定したうえで機能の複合化や減築（※1）を検討し、効率

的な施設の配置を目指すとともに、省エネ対応機器の導入等、トータルコストの縮減

に努めます。 

 

※1 減築は、既存の建築物の一部を除却して使用するものであり、近年事例が増えています。 

 

＜インフラ資産＞ 

インフラ資産は、費用対効果や経済活動等の基盤としての経済波及効果を考慮して、

新設及び維持保全をバランスよく実施します。また、施設の整備や更新にあたっては、

各個別計画の内容を踏まえつつ、長期にわたって維持管理しやすい素材を使用するな

どの改善を図ります。 
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（３）安全確保の実施方針 

 

＜公共施設＞ 

公共施設等における安全確保は、利用者の安全を担保し、万一の災害等に遭遇した

ときに被害を最小限にとどめ、円滑に復旧する体制を整えることです。そのため、日

常点検や定期点検により、施設の劣化状況の把握に努めます。さらに、災害時に避難

所等となる防災機能を有する公共施設もあることから、点検の結果をデータベース化

し、危険性が認められた施設については、施設の利用状況や優先度を踏まえながら、

計画的な維持補修や更新に努めるほか、ユニバーサルデザイン化の推進等により、機

能の維持、安全性の確保を図ります。 

また、老朽化により供用廃止された施設や、今後とも利用見込みのない施設につい

ては、周辺環境への影響を考慮し、施設の取壊しや除却など、安全性の確保を図りま

す。 

 

＜インフラ資産＞ 

点検・診断等の実施方針を踏まえ、「予防保全」を進めながら各インフラ資産の安

全性の確保に努めます。 

 

 

（４）耐震化の実施方針 

 

＜公共施設＞ 

現在、本村の耐震改修率は、棟数では９割台、延床面積でも９割台となっています。 

今後も「大衡村耐震改修促進計画」に基づき、優先的に耐震化を図るべき建築物と

されている「住宅」、「特定建築物」及び「村有建築物（特定建築物及び防災上重要

建築物）」の耐震化を計画的に推進します。 

 

＜インフラ資産＞ 

インフラ資産は利用者の安全性確保や安定した供給が行われることが極めて重要で

す。そのため、各施設の特性や緊急性、重要性を踏まえて、点検結果に基づき耐震化

を推進します。 
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（５）長寿命化の実施方針 

 

＜公共施設＞ 

定期的な点検・診断に基づく総合的かつ計画的な予防保全型の管理によって、公共

施設の長寿命化を図っていきます。 

総合的かつ計画的な管理とは、点検・保守・修繕を計画的に行い、公共施設等を健

全な状態に保ち、一定水準以上の良好な状態を保つことを指します。 

施設の長寿命化にあたっては、長寿命化を実施することによりライフサイクルコス

トの縮減を見込むことができる施設を対象とします。 

該当する施設は、定期点検や予防保全の結果を踏まえて計画的な改修を実施するこ

とにより、劣化の進行を遅らせ、施設の機能低下を長期間にわたって抑えていくこと

で、維持管理費用の抑制と平準化を目指します。また、これから大規模改修の時期を

迎える施設は、長寿命化を併せて実施することで長期的な維持管理コストの縮減を図

ります。 

なお、今後新たに策定する個別の施設計画（長寿命化計画）については、本計画に

おける方向性との整合を図りながら、計画を策定・推進していきます。 

 

＜インフラ資産＞ 

インフラ資産については、今後の財政状況や社会情勢等を踏まえ、予防保全によっ

て、致命的な大きな損傷となる前に健全な状態を維持し、長寿命化を図りながらライ

フサイクルコストの縮減を図ります。そのため、構造物の状態を客観的に把握・評価

し、優先順位を考慮しながら定期的な点検や修繕による適正な維持管理を図ります。 

 

 

（６）複合化・集約化や廃止の推進方針 

 

＜公共施設＞ 

公共施設の複合化・集約化や廃止に際しては、上位関連計画である総合計画等を踏

まえ、公共施設のあり方について見直しを行うことにより、適正な配置と効率的な管

理運営を目指し、将来にわたって真に必要となる公共サービスを持続可能なものとす

るよう検討していきます。 

具体的には、必要なサービス水準の維持・向上を念頭におきながら、施設の空きス

ペースを活用した機能集約や県・近隣市町の既存施設の相互利用、代替サービスの検

討などにより、施設の複合化・集約化や廃止を進め、施設総量（延床面積）のコンパ

クト化を図るとともに、維持管理経費の縮減を図ります。 

また、現在利用していない施設や将来的に利用が見込めない施設などについては、

施設の利用状況、運営状況等を踏まえつつ、人口構成の変動や財政状況等を勘案しな

がら、保有の必要性を検討し、保有総量の縮減を図ります。 
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＜インフラ資産＞ 

インフラ資産は、今後の社会・経済情勢の変化や住民ニーズを踏まえながら、財政

状況を考慮して、中長期的な視点から施設の維持・管理、廃止を計画的に行います。 

 

 

（７）ユニバーサルデザイン化の推進方法 

公共施設等の改修・更新等の際には、年齢や障害の有無、体格、性別、国籍等すべて

の人々が安心して利用できるように、「ユニバーサルデザイン」の考え方に基づいた空

間づくりを推進します。 

 

 

（８）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

 

① 庁内における意識啓発 

庁内の横断的な連携により、公共施設等の一元的・一体的な管理を行いつつ、

予算編成においても、全体計画を見据えた優先順位付けを行い、ムダやムラの

ない維持管理を行っていきます。 

また、公共施設等のマネジメントを推進していくためには、職員一人ひとり

がその意義や必要性を理解して取り組んでいく必要があります。そのため、全

職員を対象とした研修会の開催等により、庁内でのマネジメント意識の共有を

図ります。 

 

② 民間活力の活用体制の構築 

公共施設等のマネジメントを推進していく上で、「運営経費の適正化」「住

民サービス水準の維持・向上」を両立させていくことが極めて重要です。 

本村ではこれまで、「大衡村行財政改革大綱」等に基づき、指定管理者制度

の導入や事業の民間委託などを行ってきましたが、今後も民間活用による効果

が期待できる施設については、PPP（※1）や PFI（※2）の導入も検討し、民

間企業の資金やノウハウを活用して、事業の効率化や行政サービスの充実を図

るための体制構築を目指します。 

 

※1 PPP(パブリック・プライベート・パートナーシップ)とは、公民が連携して公共サービス

の提供を行う枠組みのこと 

※2 PFI（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）は PPP の代表的な手法の一つであ

り、公共施工等の設計、建設、維持管理及び運営に、民間の資金とノウハウを活用し、公

共サービスの提供を民間主導で行うことで、効率的かつ効果的な公共サービスの提供を図

るというもの 
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③ 住民との情報共有と協働体制の構築 

公共施設等のマネジメントを推進していくためには、実際に住民が利用する

施設の規模等の縮小や廃止等も視野に入れた検討も伴うことから、受益者であ

る住民の理解が必要不可欠です。 

そのため、住民に対し、本村が直面する状況を認識いただくとともに、公共

施設のあり方を考えていただくため、村の財政状況や公共施設等の保有状況に

ついて、ホームページや広報紙等を活用した情報公開に努めます。 

また、住民から広く意見を募り、公共施設等の総合的な管理に反映させる仕

組みや、住民との協働による公共施設の維持管理のあり方について検討しま

す。 
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３．全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策 

 

（１）全庁的な取組体制の構築 

 

本村の公共施設等については、これまで各施設の所管・担当部署別に保有する公共

施設の維持管理や情報把握を行うなど、「個別・部分最適化」を中心とした管理を行

ってきましたが、今後は、コスト面等の必要性から、「全体最適化」の視点による全

庁的な取組体制を構築します。 

そのため、公共施設等の情報について一元的な管理を行う仕組みづくりを進めると

ともに、取組みの点検や方針の改訂、目標の見直し、庁内調整など総合的な管理を行

う部署のもと実施していきます。 

また、公共施設等のマネジメントの推進にあたっては、村財政部門との連携のもと、

事業の優先度、長期的なコスト管理等についても配慮した上で実施していきます。 

 

（２）情報管理・共有のあり方 

 

公共施設等のマネジメントにあたっては、人件費や修繕費等の維持管理費用、利用

状況や費用対効果など、必要な情報を適宜把握し分析する必要があります。そのため、

今回把握した各施設の情報を今後も活用するとともに、適宜更新を行いながら、計画

的な管理へとつなげていきます。 

また、こうした情報の活用策として、施設の利用状況等も踏まえつつ、施設の長寿

命化や余剰施設の抽出、施設の再編・再配置に向けた検討などの際に活かしていくと

ともに、固定資産台帳などとの連携に努め、全庁的、横断的かつ効率的な管理・活用

に努めます。 

                   

図－情報の管理・共有のイメージ 

 

 

 

 

 

  

情報の一元化・共有 

施設データベース 
（施設カルテ） 

公共施設等 
総合管理計画 

施設所管課 施設所管課 施設所管課 

連携  

公有財産台帳 
固定資産台帳 
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４．フォローアップの実施方針 

 

 

本計画を着実に進めていくため、計画から始まるＰＤＣＡのサイクルを推進していくこと

が重要で、下記の手順で実施していきます。 

 

ＰＬＡＮ（計画） 
上位・関連計画を踏まえながら本計画の策定を行いま

す。 

ＤＯ（実施） 

本計画に基づき、点検・診断の実施及び結果の蓄積等に

よる情報管理や、再編・再配置の実施方針の策定及び推進

等による公共施設等のマネジメントを庁内横断的に実施し

ます。 

ＣＨＥＣＫ（検証） 
施設データベースの活用などにより定期的に評価・検証

を行います。 

ＡＣＴＩＯＮ（改善） 

評価・検証の結果、機能の低下や利用者の減少などが認

められた場合には、結果を踏まえて費用の削減や機能の更

新などを実施します。さらに、必要に応じて「PLAN（計

画）」を見直すなど、柔軟かつ効果的に計画を推進しま

す。 

 

     図－ＰＤＣＡサイクルに基づく、計画的・効果的な実施とフォローアップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＰＬＡＮ 

（計画） 

ＤＯ 

（実施） 

ＡＣＴＩＯＮ 

（改善） 

ＣＨＥＣＫ 

（検証） 

村総合計画等との整合 
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５．施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

 

 

（１）施設類型ごとの基本的な方針 

 

公共施設やインフラに関する、類型ごとの管理についての基本的な方針は次のとお

りです。 

（文頭、■印については、個別施設等に関する方針を示しています。） 

 

施設の用途 対象施設 現状・課題、及び基本的な方針 
備 考 

(関連計画等) 

行政系施設 

大衡村役場 

集会所 

多目的施設 

消防ポンプ小屋 

倉庫 

スクールバス車庫 

【現状・課題】 

・村役場等、公共サービスの拠点となる施

設、機能があります。 

 

【基本的な方針】 

・行政拠点として、また、防災やまちづく

り・交流等の多様な機能・役割を持った基

盤として、今後も、計画的な管理、安全性

の確保等を行います。 

・集会所については運営や日常的な管理は各

地区に移管していますが、施設としての所

有・管理主体は村であることから、今後も

適切な管理を行う必要があります。 

■庁舎については、老朽化が進んでいること

から、長寿命化改修を優先して実施しま

す。 

・大衡村公

共施設個

別施設計

画 

文化系施設 

万葉研修センター

（公民館） 

平林会館 

ふるさと美術館 

大衡城青少年交流

館 

【現状・課題】 

・村内各地域に根ざし、身近な交流、コミュ

ニティ拠点としての役割を果たしていま

す。 

 

【基本的な方針】 

・村民文化の醸成に資する多様な施設とし

て、今後も計画的な管理を行います。 

・施設の利用状況から利用者の少ない施設に

対して、施設自体の必要性、他用途への変

更、他用途との複合化、施設廃止を検討し

ます。 

 

 

・大衡村公

共施設個

別施設計

画 
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施設の用途 対象施設 現状・課題、及び基本的な方針 
備 考 

(関連計画等) 

スポーツ・

レクリエー

ション施設 

多目的運動広場 

西部球場 

村民プール 

村民体育館 

屋内運動場 

大森プール 

万葉クリエートパ

ーク 

【現状・課題】 

・多目的運動広場、球場、プール、体育館と

いった、村民の生涯スポーツ、健康づく

り、生きがいといった活動の基盤となる施

設があります。 

 

【基本的な方針】 

・村民の心身を通じた健康を育み、交流や生

きがいづくり等を支援する施設として、今

後も計画的な管理を行います。 

・施設本来の設置目的を踏まえつつ、行政が

直接所有してサービスを提供することの必

要性を見極め、本村としてあるべき行政サ

ービスの水準を検討したうえで、施設更新

の優先度を決定します。 

 

・大衡村公

共施設個

別施設計

画 

保健・福祉

施設 

福祉センター 

障害者地域活動支

援センター 

【現状・課題】 

・村民の保健・福祉、社会保障といった観点

に基づく支援施設の役割を果たしていま

す。 

 また、一部施設は金洗堰土地改良区事務所

として活用されています。 

 

【基本的な方針】 

・社会保障の面等から、村民の安全・安心感

の確保につながる、保健・福祉施設とし

て、今後も計画的な管理を行います。 

■保健・福祉施設については、築年数が相応

に経過しているため、改築や、他施設との

統廃合、機能移転も含めた検討を行うこと

とします。 

 

・大衡村公

共施設個

別施設計

画 

学校教育系

施設 

小学校 

中学校 

学校給食センター 

【現状・課題】 

・小・中学校やこれに関連する給食センター

など、学校教育の拠点となる施設がありま

す。 

・小・中学校については、大規模改修を行う

など、安全管理を進めており、今後も引き

続き計画的な管理を行う必要があります。 

 

【基本的な方針】 

・次代を担う若年層の安心・安全な学びの拠

点を今後も確保していくため、計画的な管

理を行います。 

・大衡村学

校施設長

寿命化計

画 
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施設の用途 対象施設 現状・課題、及び基本的な方針 
備 考 

(関連計画等) 

子育て支援

施設 
児童館 

【現状・課題】 

・児童館といった子育て支援施設があります

が、老朽化しており、毎年施設各所の修繕

を行っています。 

 

【基本的な方針】 

・次世代の育成や、子育て世代の安心・安全

確保策として必要な施設であり、今後も計

画的な管理を行います。 

 

 

・大衡村公

共施設個

別施設計

画 

公営住宅 

施設等 

村営住宅 

定住促進住宅 

【現状・課題】 

・五反田や河原などに村営住宅があり、社会

的に弱い立場の方に対する居住機能の確保

等、その役割を果たしています。 

・定住促進住宅は村への定住化と雇用確保の

促進の役割を果たしています。 

・新耐震基準に基づく建築物が主となってい

るものの、建築から30年を経過した建物が

多く今後、計画的な大規模改修等、長期的

な視点に基づく管理が求められます。 

 

【基本的な方針】 

・支援が必要な方に対する居住環境として、

計画的な管理に努めます。 

・今後、大規模改修・更新等の必要性も見込

まれるため、計画的な取組みを進めます。 

・五反田北住宅１号棟は公営住宅等長寿命化

計画に沿って建替えも含め検討を進めま

す。 

 

・大衡村公

営住宅等

長寿命化

計画 

産業系施設 

万葉茶屋 

農産物加工所 

農産物展示販売所 

【現状・課題】 

・農産物加工や地場特産品の展示販売など、

主に農業面の観点から、地域産業の振興を

支援する施設としての役割を果たしていま

す。 

 

【基本的な方針】 

・村の基幹産業である農業を主として、産業

の活性化、地域経済の振興に向け、今後も

関連施設の計画的な管理を行います。 

・将来的には改築だけでなく、他施設との統

廃合、機能移転も含めた検討を行うことと

します。 

・大衡村公

共施設個

別施設計

画 
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施設の用途 対象施設 現状・課題、及び基本的な方針 
備 考 

(関連計画等) 

供給処理 

施設 
排水処理場 

【現状・課題】 

・排水処理施設として、地域の安全や環境維

持などの役割を果たしています。 

・旧耐震基準に基づくものも一部あることか

ら、計画的な管理、更新等が必要になりま

す。 

 

【基本的な方針】 

・生活環境の維持等重要な役割を担う排水処

理場について、今後も計画的な管理を行い

ます。 

 

 

 

その他の 

公共施設 

バス停留所 

簡易パーキングト

イレ 

公園トイレ 

【現状・課題】 

・バス停留所や公園・パーキングトイレな

ど、公共的な役割を持った拠点施設・設備

を有しています。 

 

【基本的な方針】 

・交通、交流、憩いの場など、村民の多様な

活動を支援する施設についても、きめ細か

い安心・安全確保策として、今後も計画的

な管理を行います。 

 

 

インフラ 

施設 
道路・橋りょう 

【現状・課題】 

・地域内外をつなぐライフラインとして、村

民生活に密着した道路・橋りょう等のネッ

トワークがその役割を果たしています。 

 

【基本的な方針】 

・生活、産業等、地域の骨格となるインフラ

である道路・橋りょうについては、ライフ

ラインとしてのネットワーク維持を念頭

に、今後も計画的な管理を行います。 

・橋りょうについては、「橋りょう長寿命化

計画」も踏まえつつ、安全性の確保等も念

頭に、計画的な管理、改修等の対応を進め

ていきます。 

 

 

 

 

 

 

・橋りょう

長寿命化

修繕計画 



 - 84 - 

施設の用途 対象施設 現状・課題、及び基本的な方針 
備 考 

(関連計画等) 

上水道 

【現状・課題】 

・ライフラインの一つとして、安定した生活

に欠かせない、上水道関連施設がその役割

を果たしています。 

 

【基本的な方針】 

・村民生活に直結するライフラインである上

水道については、関連施設の維持管理を適

切に進め、今後も同様に計画的な管理を行

います。 

 

 

下水道 

【現状・課題】 

・生活雑排水等を安全・安定的に処理する下

水道施設があります。 

 

【基本的な方針】 

・良好な地域環境や衛生的な生活環境形成に

不可欠な下水道については、今後もその機

能を維持するため、計画的な管理を行いま

す。 

 

・下水道長

寿命化計

画 

 

・公共下水

道マンホ

ールポン

プ長寿命

化計画 
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（２）上位・関連計画における方針 

 

①  第六次大衡村総合計画 

村の最上位計画である「第六次大衡村総合計画」では、施策の方針や体系、公

共施設等に関する方向性等について計画されています。その概要を以下のとおり

整理し、本計画における方針とともに共有・連携します。 

 

項目 計画の概要 

計画の考え方等 

【計画の概要】 

・策定年月 ： 令和２年３月 

・策定主体 ： 大衡村 

・計画期間 ： 令和２年度～令和11年度 

 

【まちづくりの基本理念】 

・基本理念 ：新しい時代につなぐ豊かな万葉の里・おおひら 

～みんなで支え 笑顔で暮らせる まちづくり～ 

【５つの施策の大綱】 

１ みんなが快適に暮らし続けられるまちづくり 

２ みんなが参加し、交流でにぎわうまちづくり 

３ みんなが支え、子どもがたくましく育つまちづくり 

４ みんなが健康で元気なまちづくり 

５ みんなが集い、つながるまちづくり 

公共施設の整備等

に関連する 

主な項目 

【第Ⅲ編 基本計画における公共施設等に関連する主な記載項目】 

（カッコ内は計画書記載ページ） 

第１章 みんなが快適に暮らし続けられるまちづくり 

４．生活環境：公営住宅の維持・管理（P46） 

４－２．上水道：安定した水の供給（P48） 

４－３．下水道：計画的施設の管理・更新ほか（P49） 

第２章 みんなが参加し、交流でにぎわうまちづくり 

３．商業：地域振興施設の整備促進（P79） 

５．交流活性：気軽に集えて交流できる場づくり（P85） 

第３章 みんなが支え、子どもがたくましく育つまちづくり 

２－２．初等教育：教育環境の充実（P94） 

３．文化活動：施設の有効利用による文化施設の整備（P99） 

第４章 みんなが健康で元気なまちづくり 

２－１．健康づくり：総合保健福祉センター等の整備（P110） 

３－２．人づくり：まちづくり活動拠点の形成（P120） 

４．スポーツ･レクリエーション： 

      施設の有効活用によるイベントの開催（P121） 

第５章 みんなが集い、つながるまちづくり 

５．財政運営：民間活力の導入（P133） 
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② 関連計画における方針 

公共施設やインフラに関する個別に策定された既往計画について、その概要を

以下のとおり整理し、本計画における方針とともに共有・連携します。 

 

施設の種別 計画名称 計画の概要 

個別施設 

大衡村公共施

設個別施設計

画（長寿命化

計画） 

【計画の概要】 

・策定年月：令和３年３月 

・策定部門：企画財政課 

・計画期間：令和３年度～令和12年度 

 

【公共施設の長寿命化に関する方針】 

・劣化状況調査に基づく更新時期等の検討 

・利用状況等による施設の優先順位づけ 

・維持保全方針の検討 

 

公営住宅 

大衡村公営住

宅等長寿命化

計画 

【計画の概要】 

・策定年月：平成26年２月 

・策定部門：農林建設課（現 都市建設課） 

・計画期間：平成26年度～平成35年度（令和５年度） 

 

【公営住宅ストックの課題】 

・既存ストックの良好な居住環境の形成 

・既存ストックの計画的な維持管理 

・少子高齢化や村の活力維持など、多様な問題への公営住宅

としての対応 

・大衡村の地域特性に配慮した公営住宅の提供 

 

【公営住宅の長寿命化に関する基本方針】 

・公営住宅の日常的な維持管理の推進 

・公営住宅の長寿命化及びライフサイクルコストの縮減 

・公営住宅を中心とした、多様なニーズやライフステージに

対応した住宅施策の検討 

・公営住宅における、豊かな自然を活かすとともに寒冷気候

に対応した住宅供給の推進 

学校施設 

大衡村学校施

設長寿命化計

画 

【計画の概要】 

・策定年月：令和３年３月 

・策定部門：学校教育課 

・計画期間：令和３年度～令和12年度 

 

【学校施設の長寿命化に関する方針】 

・学校施設の目指すべき姿 

・長寿命化の基本方針 

・基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準 

・長寿命化の実施計画討 
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施設の種別 計画名称 計画の概要 

橋りょう 

大衡村 

橋りょう長寿

命化修繕計画 

【計画の概要】 

・策定年月：平成25年３月 

・策定部門：農林建設課（現 都市建設課） 

 

【基本的な方針】 

・健全度の把握について、橋りょうの架設年度や立地条件な

どを十分に考慮し、みやぎ型・市町村版橋りょう点検マニ

ュアル（案）に基づいて定期的に点検を実施し、橋りょう

の損傷状況を把握します。 

・日常的な維持管理について、橋りょうを良好な状態に保つ

ため、道路パトロール及び清掃などの実施を徹底します。 

・長寿命化や修繕等の費用縮減について、予防的な修繕・補

修などの実施を徹底することにより、修繕・架替えに係る

費用の低コスト化を図り、ライフサイクルコストの縮減を

めざします。 

下水道 

大衡村 

下水道 

長寿命化計画 

【計画の概要】 

・策定年月：平成25年３月 

・策定部門：都市整備課（現 都市建設課） 

 

【計画の項目構成】 

・基礎調査 ／施設重要度の評価 ／改築事業量・事業費の

将来予測 ／点検・調査計画の策定 ／短期診断範囲の設

定 

【長寿命化対策の検討方法】 

・管路延長実績、劣化予測式、改築単価によりシナリオ別改

築シミュレーションを行い、「シナリオ4（全管種）：村の

予算を踏まえつつ、中長期的には健全度3以下を抑制する」

を採用。 

下水道 

（マンホー

ルポンプ） 

大衡村 

公共下水道 

マンホールポ

ンプ 

長寿命化計画 

【計画の概要】 

・策定年月：平成25年３月 

・策定部門：都市整備課（現 都市建設課） 

・対象施設：村内施設のうち、改築優先度が高い、 

糸繰、座府、北原、大日向の計４施設（汚水中

継ポンプ場） 

【計画の項目構成】 

・対象施設の概要 ／調査対象施設の選定理由 ／調査対象

設備 ／長寿命化計画の策定 ／改築方針の検討 ／年度

別改築事業計画 ／予防保全的な維持管理の実施について 

 

【長寿命化対策の検討方法】 

・改築が必要と判断された長寿命化対策対象設備は、「長寿

命化対策」か「更新」のうちライフサイクルコスト（LCC）

が安価な対策を選定し、改築方針を定める。 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
大衡村公共施設等総合管理計画 

 

平成２９年３月策定 

令 和 ４ 年 ３ 月 改 訂 

大 衡 村 企 画 財 政 課 

〒981-3692 宮城県黒川郡大衡村大衡字平林62 

 


